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第一章 文化運動の昂揚
はじめに
敗戦後の解放感と混沌のなかで､演芸会､演劇､ダンス､音楽会などが流行し､野球を
初めとするスポーツ熱が一挙に高まった｡また､各地で続々と文化団体が結成され､文化
運動が昂揚した｡こうした戦後の文化状況と文化運動については､当事者 ･関係者の著作
のほか､地域史 ･自治体史や社会教育史などのなかで取り上げられている｡とくに文化運
動については､広島県下の文化運動､静岡県三島の庶民大学､長野県農文協の活動がよく
(1)
知られており､近年では東京都下三多摩地方の文化運動も解明されてきてい る ｡ これら
の研究は､戦後の解放感と ｢民衆｣の ｢文化｣-の飢渇感､｢自己教育｣熱の高まり､こ
れに知識人による ｢啓蒙｣が結びついた文化運動の様相を明らかにしている｡そこには､
｢大正デモクラシー｣以来の､さらには自由民権運動以来の民衆文化運動の流れのなかに､
｢戦後民主主義｣の一翼としての戦後の文化運動をとらえようという関心が働いている｡
その反面､戦時中の諸経験と戦後状況との関連には､考察の目が必ずしも行き届いていな
い憾みがあった｡最近では､文化運動の領域でも､戦時と戦後の連関､連続と断絶を強く
(2)
意識 した研究が出てきているが ､小論も同様の視点から ｢戦後の出発｣の検証を企図し
ている｡
全国津々浦々にまで文化団体が結成されたのは未曾有のことであり､従来､文化運動と
は無縁だといわれた地域 ･職域においても文化運動が昂揚したのであるが､戦後の出発に
あたってみられたこうした現象をどう捉えたらよいのか､また､文化運動の性格はどのよ
うなものであったのかを明らかにすることが､本章の主題である｡できる限り多くの地域
の､さまざまな文化運動を検討 ･整理 し､戦後の出発にあってみられた文化運動の昂揚の
意味を明らかにしたい｡
Ⅰ 文化団体の叢生と出版状況
1 文化団体の叢生
敗戦後､さまざまな領域で戦時中一枚岩的に統合されていた組織が分解 し､一方､新た
な組織が続々と生まれ､"集団の噴出"といわれる現象がみられたが､文化団体の叢生は
それを象徴するものであった.戦時中も文化運動は存在 し､一定の高揚がみられたが､そ
れは翼賛文化運動という枠のなかに閉じこめられていた｡1944年1月現在､地方文化団体
は407団体(市町村単位団から郡 ･都道府県段階の連盟組織までを含む)に達 し､東北地方
が最も多く､なかでも福島 ･青森県の組織化が目立った(下中弥三郎編 『翼賛国民運動
史』1954年)｡
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戦時中の福島県の文化団体数は多く20を数えたが､戦後の1947年5月現在の調査では90
団体に達しており､県下各市および町の大半に文化団体が組織され､村でも28団体に及ん
でいる｡ その ｢事業目標｣としては､｢文化｣｢生活文化｣｢地方文化｣｢郷土文化｣｢農村
文化｣｢青年文化｣などの ｢向上｣や ｢研究｣を掲げている団体が目立っ(『福島県教育
史』1974年)｡ さらに､福島県社会教育課が1950年2月にまとめた 『社会教育資料10福島
県の文化団体』によると､｢文化協会｣｢文化連盟｣などと称し各種の文化事業をおこなう
｢総合的文化団体｣が多く､65団体に及んでいる｡ ｢総合的｣という点で､これがほぼ戦
前の地方文化団体に照応する代表的文化団体である｡結成年月は戦前のものもあるが､大
半が1945-49年であり､全体の3分の2が敗戦後から47年までに結成されている｡会員数
は､会津文化協会800人､高田町公民協会1000人､常葉文化協会1800人を除くと､ほとん
どが数十人から二百人程度である｡ このほか､｢総合的文化団体｣には､郷土研究会､生
活科学研究会､農村経済研究会など各種の ｢研究会｣が89があり､このなかには文化会､
文化研究会､読書会などと称するものが多数含まれていて､上の ｢文化協会｣などと区別
しがたい面がある｡また､総合型以外の領域別文化団体としては､｢芸能関係｣が､演劇5
2､音楽30､舞踊及び古典芸能9､映画研究会6､｢文学関係｣が､作家クラブ9､詩歌 ･俳
句49､｢美術関係｣が､絵画11､書道9､写真5､その他3､となっていて､戦前からどの地
域でも多くみられる詩歌 ･俳句を除くと､演劇､音楽が目だっ｡以上の総合型と領域別文
化団体を合わせると､全部で332団体に及んでいる｡ なお､この調査報告では､｢最も盛に
活動している職域労組の文化部､地域青年団や政党､公民館などの文化部及び華道､茶道
などの趣味的団体は除外した｣とされている｡調査が困難で判定が難しい､というのがそ
の理由である｡労組や青年団､公民館は上記のような文化団体とは区別 し得るが､いずれ
も敗戦後のきわめて有力な文化運動の担い手であった｡ともあれ､以上の調査から戦後福
島県下の文化団体の設立状況とその種類を把握することができるが､他県の調査からも､
ほぼ同様の趨勢がみられ､戦前に比して桁違いの文化団体が叢生したことがわかる｡
戦後の文化運動は､地域 ･職域の文化団体や社会教育機関などによってになわれたが､
それはおよそ次の4種に整理できると考えられる｡ 第1は青年および女性の団体で､青年
団および婦人会がその中心である｡とくに地方 ･農村部では青年団(男女)の文化部などを
中心とする文化活動が活発で､すでに戦前にその素地があったとはいえ､多くの青年男女
の参加が戦後文化運動の昂揚をもたらした大きな要因であった｡第2は地方文化人が主導
する地域の文化団体である｡ 上記の総合的文化団体や領域別文化団体のかなりの部分がこ
れにあたる｡地方文化人と呼ばれたのは､地域に定住して芸術 ･創作活動をおこない､あ
るいは郷土史 ･民俗学などを研究するなどして､地域の文化活動をリー ドしている人たち
で､それらを職業とするとは限らない｡むしろ職業的文化人は少ない｡いわゆる名望家に
属する場合が多く､農村では在村耕作地主クラス､職業は医者､実業家とその子弟､芸術
家､作家､教師､ジャーナリス ト､僧侶などが月だっ｡第3は社会教育行政機関 ･社会教
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育団体である｡社会教育機関の中心となって動いたのは社会教育主事 ･課長であり､市町
村の公民館も大きな役割をになった｡また､団体としては都道府県の社会教育協会 ･研究
会があり､地域の教育関係者､文化人が加わっている｡これらのなかには､戦前的な体質
を温存したままのものから､文化運動を通じて民主化を積極的に推進するものまであり､
一様ではなかった｡第4は労働組合文化部や職場サークルであり､組織数はきわめて多く
地域青年団に匹敵する｡戦後文化運動の花形であった自立演劇運動は､これらの職場文化
組織を拠点とした｡このほか､企業が内部の融和をはかるために設置したと思われる企業
内文化組織もあった｡
以上の1から4は相互に呼応し､提携して文化運動を推進している場合もみられる｡ま
た､ 1- 3のいずれについても疎開文化人が関わりをもつことが少なくなかった｡相当多
くの文化人が戦争末期に疎開し､敗戦後の数年間を疎開先で生活しているが､彼らにとっ
て地域の人々と接触すること自体が貴重な経験であり､たとえば作家の場合､その経験が
戦後の作品を生み出す酵母となることがしばしばあった｡のみならず､疎開文化人が地域
の人々の要請に応えて文化運動を指導することもあった｡疎開文化人にとって､生計の資
を得るために､地域の新聞 ･雑誌に原稿を執筆し､諸団体の講演会に講師として出かける
機会が多く､それが文化運動にコミットするきっかけにもなっている｡同様の事情から､
中央の文化人も頻繁に地方に出かけているのである｡
2 出版状況
敗戦後の娯楽 ･文化に対する渇望と関心の高まりに応じて､彩しい数の関連する出版物
が刊行されたが､これを手がかりとして敗戦後の文化状況の一端を窺うことができるであ
ろう｡ 文化に関連する領域の出版物がどれだけ刊行されたかを知ることはできないが､占
領期の新聞 ･雑誌資料を最も多くカバーしていると考えられるメリー ランド大学マッケル
ディン図書館のプランゲ文庫には､戦後検閲が開始されてから終了する1949年10月までの
4年間に発行された新聞16500タイ トル､雑誌13000タイ トルが所蔵されている｡このうち､
雑誌については目録がつくられているので､これによって戦後雑誌のおおよその出版状況/′1＼＼Jノ
を把握することができ る ｡
雑誌目録の索引によると､娯楽 ･文化にかかわる雑誌のなかで最もタイ トル数が多いの
は ｢文芸誌(文芸一般､随筆)｣で879､｢俳句誌｣673､｢短歌誌｣497と続く｡これに対し
て､カス トリ雑誌の大半を含む ｢読物誌(週刊読物誌､講談､推理小説､風俗)｣は504で
あるが､これらの雑誌には発行部数が数万に及ぶものも少なくなく､戦後出版物の一面を
象徴すると考えられるので､この約500タイ トルという数は一つのめやすといえるであろ
う｡このほかに ｢音楽 ･舞踊 ･演劇 ･映画｣255､｢スポーツ｣133､｢趣味 ･娯楽(つり､
狩猟､蒸華道､ゲーム､切手､ペットなど)｣84などがある｡
地域文化にかかわりが大きいのは ｢地方史 ･誌(地域総合誌)｣463で､これには各地の
代表的な地域誌､文化誌が含まれている｡ また､｢地域活動､自治体､公共機関､公民
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館｣に分類される雑誌は132あるが､ここにも地域文化にかかわるものが多く含まれてい
る｡｢青年団､青年会｣機関誌は637と多く､このなかには青年団文化部が発行者となって
いるものも少なくない｡このほか ｢青年誌｣が52あるが､ここには全国あるいは地域の青
年 ･青年団を対象とする代表的な雑誌が含まれている｡さらに､地域の ｢芸術､芸能､ス
ポーツ｣誌(映画 ･演劇など)156､地域の ｢文化､教養､勉強会､読書会､同好会｣誌187､
地域の ｢生活､趣味､仲介､親睦､ 卜占､その他｣152がある｡ 一方､｢社内報､部内資料､
職場 ･職域雑誌､勤労｣が509あり､職場文化誌がかなり含まれている｡また､｢労働組合､
職員組合､従業員組合､教職員組合｣976､｢全逓信｣｢国鉄労組｣合わせて307､これらの
組合誌のなかにも組合文化部機関誌が入っている｡
以上のように､地域誌 ･地域文化誌､青年団 ･青年誌および職場 ･組合文化誌の三者が､
文化運動とも関連する三つのグループということができるであろう｡それは前述の文化運
動の主体にもある程度対応するが､雑誌の場合には(新聞も同様だが)､運動主体とは独立
の出版者による刊行物が少なくない｡『文化タイムス』(浜松)､『青年文化』(東泉)､『青
年評論』(札幌)､『青年タイムス』(山形)､『青年文化新聞』(四冒市)などのタイ トルの新
聞 ･雑誌や､『飛騨文化』(高山)など特定の地域名のついた雑誌は､団体の機関紙誌では
ないが､特定地域もしくは広域 ･全国の青年､青年団､文化団体などを主な購読の対象と
して発行されており､それだけ需要が大きかったことを示している｡ たとえば､上記の
『青年評論』は､札幌の青年評論社から1946年7月に創刊された雑誌であるが､全国の青
年団を主な対象としており､同誌第8号(47年4月)によると､創刊以来､各地の青年層から
の便 りは三百数十通に達し､同誌は ｢青年会の教養雑誌｣とみなされているといわれる｡
プランゲ文庫所蔵雑誌を特定の地域についてみると､その内訳がいっそう明確になる｡
山口県県史編さん室の調査によると､県内で発行された雑誌は333タイ トル､これを出版
者(編者)別にみると､労組 ･職組 ･職場サークルなど約50､学校関係約50､青年団 ･青年
団体約40などとなっている｡ また､文化会､文化協会､文化クラブなどの名の付く文化団
体と労組 ･職組などの文化部､青年団文化部を合わせると(学校関係を除く)､40近くあり､
い かに ｢文化｣ということばが流行したかがわかる｡このほかに､文学､文芸､詩､短歌､
俳句､川柳､映画､音楽などの付く発行者(編者)が相当数ある｡一方､カス トリ雑誌類は
ほとんど見あたらないが､おそらく地方出版の特徴といえるであろう｡また､出版地は､
山口､下関､宇部､防府､岩国などの市部が多いが､町村も90余り､村だけで62あり､そ
の比重は大きい(『山口県史研究』第7号､1999年)｡ちなみに､横浜市史編集室が収集 し
たプランゲ文庫所蔵の神奈川県資料は､新聞285タイ トル､雑誌266タイ トル､合計561タ
イ トル､その発行地別内訳は､横浜258(46%)､川崎86(15･3%)､横須賀54(9･6%)､小田
原33(5･9%)､鎌倉29(5･2%)などとなっており､神奈川県では市部の出版が圧倒的である
(『茅ヶ崎市史 現代3』1997年)｡単純な比較には問題があるとしても､山口県の雑誌の出
版点数は相対的に多く､しかも農村部での出版が目だったといえるであろう｡
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敗戦後の占領軍による出版統制解除の指令と出版業の自由化の下で､1946年には空前の
出版ブームを迎えたが､それは戦時中の出版統制-の反動という面をもっていた｡1940-
41年には新聞 ･雑誌の大幅な整理統合がおこなわれ､多くの団体の機関紙誌は停刊となり､
地方紙は一県一紙に統合された｡従って戦後の出版ブームは､しばしば指摘されるように､
まずは活字に対する飢えを充たすものであり､出版それ自体が ｢文化｣であった｡書籍に
は戦前のものの再刊が多かったが､飛ぶように売れたといわれる｡雑誌については､戦後
(4)
の一時期､『世界』や 『人間』などの総合雑誌の人気は高 く､とくに地方では入手するこ
とが難しかったといわれており､地域誌はこれを代位する面もあったと思われる｡田辺市
の ｢文化人｣によってつくられた紀伊文化社発行の 『紀伊文化』創刊号(1946年7月)｢文
化の窓｣欄には､｢特に県下僻陳の地にある文化人に寄す｣と題して ｢特に交通事情の不
便な､全県下の農村にある文化人諸兄姉に吾等はこの創刊号を贈呈しました｣と書かれ､
読者に ｢地方文化｣ 向上を訴え､購読を勧めている｡『羽咋文化』は､石川県羽咋町の貸
本屋 ｢羽咋文庫｣が発行所となっているが､同所は羽咋中学同窓会クラブおよび羽咋映画
同好会の事務所にもなっている｡また､羽咋郡内の俳句､短歌､川柳､美術､演劇などの
団体と連絡をとっており､誌面は依頼原稿と思われる ｢特別寄稿｣のほかに､｢一般投
稿｣と ｢団体寄稿｣｢団体便り｣などからなっている｡｢地方文化総合雑誌｣と称している
が､この種の雑誌の刊行は文化団体の叢生と相呼応しているのである｡
これまで述べてきたように､戦後の数年間は地方での出版が目だったが､それは東京な
どの出版社 ･印刷所が戦災 ･疎開で操業不能となったのに対し､かなりの数の出版社 ･印
刷所が地方に疎開していたからである｡ 北海道の場合､製紙工場が一部を除いて戦災に遭
わず道内の森林資源を使用 して操業していたという事情もあり､疎開出版社を合わせた道
(.こ:I
内の出版社は､1946年28､47年107､48年125と増え､空前の出版ブームを呈した ｡ 長野
県では､東京､京阪地方から疎開していた出版社は20余を数え､46年3月月現在､出版物
発行数量は東泉､点都に次いだ(『信毎年鑑』1947年)｡なお､札幌や長野県各地には､き
わめて多くの作家 ･芸術家などの文化人が疎開してきており､出版物刊行のための執筆陣
･挿絵画家などが豊富であった｡疎開文化人は執筆 ･講演活動にとどまらず､前述のよう
に地域の文化運動にも積極的に参加していったのである｡
Ⅱ 文化運動における戦時と戦後
前述のように､文化運動は戦時中に途絶えたのではなく､翼賛運動の一翼として推進さ
れたのであるから､戦後の文化運動を検討する際には戦時期の文化運動との関係に注意を
払う必要がある｡とりわけ大政翼賛会文化部が指導した地方翼賛文化運動には､中央 ･地
方の多くの文化人が積極的にコミットし､一定の高揚がみられた｡この運動は､総力戦に
向けて地方の文化的要素と要求を汲み上げ ｢文化翼賛｣の体制を実現しようというねらい
■l
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と､娯楽の供給や地域の文化的向上を求める動きが結びついたものであった｡両者のあい
だには当然矛盾があったが､｢文化翼賛｣の建前の下で運動は推進された｡そのために組
織されたのが前記の地方文化団体であり､文化運動を主導したのは地方文化人であった｡
戦時中の統合された地方文化団体の多くは､戦後､分解 ･再編されたが､戦後もそのまま
存続 している団体や､戦前の体質を温存した団体も少なくなく､戦後の再出発に際してし
ばしば葛藤も生じたのである｡以下､いくつかのケースを取り上げる｡
青森県は戦時期の地方文化運動が活発だった地方の一つで､1944年はじめには青森県翼′､＼10ノ
賛文化報国会の下に26の郡 ･市 ･町に文化会 ･文化協会が組織されてい た ｡ 戦後その多
くは解散または自然消滅したといわれるが､弘前の津軽文化協会と黒･有の南津軽文化協会
は､戦後もそのまま継続して活動している｡ことに津軽文化協会(1943年9月弘前市翼賛文
化報国会と改称､戦後再び津軽文化協会に改称)には､戦時中からの文化運動の指導者で
あった音楽家の木村弦三(源蔵)､郷土史家で教員の成田末五郎をはじめ､詩人の一戸謙三､
作家の上田進､美術の杉浦茂､郷里弘前に疎開していた作家の石坂洋次郎など､多くの文
化人が参加 しており､美術展､英会話講習会､邦楽演奏会､食生活改善運動(粉食工場の
設置など)､協同組合の設立､占領軍-の土産品募集など､多彩な活動をおこなってい
′′7＼
t. l I
る｡
福島県でも､戦時期に地方文化運動が活発だった会津文化協会､郡山文化協会､磐城文
化協会はじめ7-8の文化団体が戦後も存続して活動している｡ このうち､旧会津藩の領域
一市五郡とい う広域を単位として1941年6月に結成された会津文化協会は､組織的動員力
を誇 り､｢文化報国｣を綱領に掲げて敗戦時まで活動を続けたが､敗戦後ただちに市民講
座を開講 し､芸能活動の指導､美術展の開催のほか､｢進駐軍｣対策として琴 ･三味線 ･
日本舞踊による ｢慰安演芸会｣を実施､さらに食料対策として､どじょうの養殖その他各
種の講習会を開催している｡人事面では､会津文化協会の理事長で翼賛会 ･翼賛壮年団の
要職にあった桑原啓だけが公職追放となったが､組織は1946年10月まで存続しており､10
月13日に解散し､同名の新組織として発足した｡新組織では､音楽 ･民謡 ･能楽 ･俳句 ･
短歌など従来の組織内部の ｢分科会｣が､それぞれ会津音楽会､会津能楽会等々の独立団
体となり､会津文化協会は岩松市とその周辺に限られ､規模は大幅に縮小されたのである｡
新組織の綱領等は不明だが､｢会津文化協会々則(秦)｣第二条では､｢本会は､新日本建設
の一翼として､地方文化の昂揚に務めると同時に､広く世界の優れた文化を取り入れて､′rlヽしOJ
新日本文化の創造を図り､全人類の正しい生成発展に寄与しようとする｣となってい る ｡
敗戦直後の文化団体関係者の認識を示す資料は少ないが､高岡文化協会については､富
山県警察部の報告からその一端を窺 うことができる｡高岡文化協会は1940年2月に結成さ
れ､｢先づ文化運動に対する従来の観念を打破し､広く生活全般に亘るものであることを､
一般に認識させるため､特に芸能方面の偏重を避けて､皇国未曾有の時局下における､生/rlI＼フJ
活､教養､厚生方面の地方文化の向上を目標として運動を展開した｣という文化団体で
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あった｡敗戦後の45年9月27目付､高岡警察署長名の高岡文化協会の動向に関する調査報
(1〔り
告 によると､高岡文化協会会長橘直治は､｢今回終戦 卜共二解散スベキ運命ヲ予想サレ
タノデアリマスガ､文化日本ノ建設ハ､世界平和-ノ寄与デアル トノ意見ガ台頭シテ来タ
ノデアリマス｡ 新生スル日本､ソレハ先ヅ文化ノ息吹カラデアル､最早私建-戦前ノ悪夢
二何時迄モ捉ハレテ居ル場合デハナイ ト思ヒマス｡(中略)文化日本ノ建設コソハ､連合国
ノ望ム トコロデアリマス｣ と述べている｡ また､同理事の八木喜一は､｢戦争ノ為二人心
ガ荒ンデ居ルカラ之二潤ヒト余裕ヲ与-明朗化シテユカネバナラナイ ト思ツテヰル｡差当
り来月ノ企画 トシテハ､美術展､音楽会更二進駐軍ノ慰安 トシテ京人形展ヤ大和百貨店ノ
ウインドヲ利用シテ道義ノ昂揚 卜情操美ノ滴養二務メタイ ト考-テヰル｣と述べており､
存続 した文化団体の一典型といえるであろうO
郡山文化協会(1941年6月郡山翼賛文化協会設立､45年11月の総会時には郡山文化協会と
(ll)
称されてい る )の菊地貞三は､｢地方文化を語る｣と題された1946年半ばごろの座談会で､
質問に答えて次のように述べている｡ ｢翼賛文化協会のときと文化に対する考-方は変わ
っていません｡湯浅会長の意見もさうでありますが｡といふのは､文化といふものは生活
感情を豊かにし､生活意志を強め､生活様式を高め発展させてゆくものだといふ文化理念
は､戦時中であると否とを問はず変りません｡翼賛文協時代､国民としてとにかく聖戦と
信じさせられてゐた｡戦争に勝つために尽力したのは､今にして盲目であったと反省出来
ても､あの時代は嘘ではなく､そういう意欲がありました｡そして文協としては､あくま
でもともすると戦争で荒みがちな生活感情を豊かにし､国民生活の生産意欲を昂揚するこ
となど文化面に働きかけてきました｣｡また､同じ座談会で､作家の今井達夫は翼賛運動
時代の演劇と脚本について次のように述べている｡ ｢意識､無意識に拘らず､技術指導は
必要だが､思想指導は絶対にいけない｡これは私の貴重な経験でありにがい反省です｡戦
時中演劇が面白くないといはれながら､国家の要請の名において､戦意昂場､生産増強､
明朗聞達な生活指導､いはゆる情報局三原則なるものを作品の中-盛り込むことを強要さ
れた｡だが､そんな作品が国民にアッピールしたか｡決してしなかった｡ (中略)少 しでも
宣伝意識教訓意識のはひったものは､観客は受けつけません｡ 芝居を一度も見たことのな
い観客でも､本能的に演劇性といふものを知ってゐます｡僕は移動演劇を視察した時､そ
れを痛いほどかんじさせられた｣(『南奥文化』2号､1946年8月)｡これらの発言には､自
らがかかわった文化運動に対するある種の反省 ･悔恨とともに､翼賛文化運動から戦後文
化運動-とつながる側面も窺うことができるであろう｡
(12)
石川県文化懇話 会 は1945年10月に発足しているが､ここでは､その母胎となったのは
戦時中の日本文学報国会会員であり､中心メンバーは大沢衛､伊藤武雄など四高の文学の
教授たちであった｡懇話会には文学愛好者のほか､哲学 ･社会科学 ･自然科学の研究者､
新聞社社員､小中学校教員なども参加 しており､46年3月現在会員数は百名であった｡市
民向けの ｢金曜文化講座｣を50年後半まで続け､総合雑誌的な色彩の強い機関誌 『文筆』
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を刊行(1945年12月～53年5月 ｡ 49年5月より 『北国文化』と改題)するなど､ヒューマニ
ズムを旗印に掲げ啓蒙的文化運動を推進した｡懇話会の大正教養主義的色彩や､メンバー
の一人である暁烏敏の戦時中の戦争協力に対する外部からの批判はあったが､懇話会は有
川県文化運動の中心的役割をになっており､46年12月には懇話会が産婆役となって有川県
文化団体協議会が設立され､10数団体が参加している｡ なお､1946年8月の金沢市役所文
教諌調査によると､石川県下の文化団体数は88に及んでいる｡
福島市の福島文化連盟の機関誌 『南奥文化』は1946年5月に創刊されているが､旧日本
文学報国会会員の作家今井達夫(前出)がその中心になっている｡ 今井は戦争末期の45年4
月､文学報国会の支部をつくるために福島にきたが､まず地方的雑誌をつくることが必要
と考え､一時は具体化しかけたが結局実現することなく敗戦を迎えた｡今井は ｢再び書斎
の人｣となるべく ｢身を処した｣が､同年末､文化連盟の前身で戦時中の芸文協会関係者
から雑誌刊行の相談をもちかけられ､創刊に踏み切ったのである｡機関誌は純文芸雑誌で
はなく､｢生活文化をも取り入れた綜合文化雑誌として､婦人会や農村人からも広く読ま
れる｣ことを編集方針にしており､創刊号には藤田五郎や庄司吉之助らの文章が掲載され
ている｡
ところで､上記のような文化団体を含む諸団体を統轄したのは､都道府県の社会教育行
政機関および団体であるが､これに関して､文部省は1945年11月､従来の都道府県思想指
導委員会を廃して新たに社会教育協会を設置するよう通達している｡思想指導委員会は以
前の思想善導委員会を戦時中に改称したものである｡この通達に従って都道府県ではただ
ちに社会教育協会の組織化が開始され､46年2月には､設立道府県34､設立中2県､未設置
都県10という状況であった｡社会教育協会は､県に本部､郡市に支部､町村に分会を置き､
社会教育団体を統轄した｡図は岡山県社会教育協会が作成した社会教育振興方策であるが､
戦時中の思想指導委員会の下での諸団体統合の発想がそのまま再現されたものと考えられ/1n＼tlコ)
る ｡ 図に掲載されているような社会教育関係の諸団体はの多くは､政治団体とは異なっ
て解散をまぬがれ､名称を変えたり再編されたりした場合もあるが､戦後も存続している｡
もちろん､当初の構想にもとづいてその後の社会教育行政が推進されたわけではなく､G
HQの占領政策の下で社会教育政策は大きく変化していったし､社会教育に携わった人々
の多くが戦前的な ｢思想善導｣の考え方に立っていたのでもない｡
庶民大学三島教室､いわゆる三島庶民大学については､すでにいくつかの研究と証言が
(14)
あるが､その成立過程は戦後文化運動の一面をよく表してい る ｡ 三島文化協会設立の中
心になったのは､戦時中に静岡県視学官､大政翼賛会静岡県支部錬成部長を歴任し､戦後
三島商業学校長となった伊藤三千代であった｡伊藤は前記文部省の社会教育協会設立通達
の趣旨に沿って三島文化協会設立の構想を立て､旧翼賛壮年団関係者などに働きかけて組
織化を進めた｡1945年11月15日に会は発足し､蝋山政道の記念講演がおこなわれたが､
｢国体｣を前提とする日本の民主化を説くものであった｡これに不満をもち三島文化協会
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図し 岡山児社会教育協会振興方策
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のあり方を批判する人々が､三島の隣村に疎開していた木部達二に相談をした結果､12月
はじめ文化講演会が開かれた｡川島武宜､丸山真男らを講師とする講演会は盛況であった
が､天皇制存続などの問題をめぐって講師と三島文化協会世話人との論争がおこなわれ､
協会の抱えていた矛盾が一気に表面化したとい う . その後､三島文化協会は活動停止状態
になる一方､木部らを中心に庶民大学三島教室設立の準備が進められ､46年2月庶民大学
が開設され､定期的に講座が開かれることになった｡
埼玉県川口市の川口文化連盟は､戦時中の翼賛文化協会川口支部(市の教学課に事務所
があり､市長が支部長であった)の組織をそのまま受け継いで､1946年はじめ川口文化連
盟として再生したが､これは ｢何よりもまず戦後の混乱をのりきるために､市民に解放の
よろこびを､明るさを｣という市長の懇請によりスター 上したのだといわれる｡当時文化
連盟の嘱託であった出辺信一によると､1946年から47年にかけて展開された文化的な催し
は､市民に大きなはげましをあたえ､とくに若い世代の自発的な活動を呼びおこした｡中
小企業に住み込みで働く青年たちは楽器を好み､軽音楽の楽団は47年には14団に及んだ｡
しかも､これは戦時中の青年学校のブラスバンドの流れをくんでいるといえる､と田辺は
指摘している｡その後､出辺は社会教育課職員になり公民館の仕事に携わったが､公民館
独自の行事よりも文化団体などの行事が多く､それは民間の自主的な資金でまかなわれ､
市民のために慰安や娯楽､教養の場を提供しようという啓蒙的な姿勢が特徴であった､と
いう｡｢極端にいえばわれわれには社会教育という意識はなかった｡公民館も場所として
しか必要でなかった｡(中略)むしろ役所的な民主化運動にぱくぜんとした抵抗感をもって/ヽ′-＼㌔⊥〇ノ
いた｣と､田辺は述べてい る ｡ 戦後初期の社会教育はさながらに文化運動であった､と
いうのが田辺自身の経験にもとづく認識である｡
これまでに列挙したいくつかの文化団体の成立とその後の動きをみると､戦中から戦後
初期にかけての変化 ･断絶面とともに､連続 ･共通する側面もまた色濃くみられる｡ただ､
連続性 ･共通性といってもその意味は多義的で､組織 ･人的側面における連続性と､担い
手の意識および運動のスタイルにおける連続性があり､また､別の視点からみれば､行政
あるいは統合を企図する側の連続性と､文化的なものを希求する人々とそれに応える文化
運動それ自体に由来する連続性ないし共通性とがある､といえるだろう｡しかも､前者の
統合の意味は､戦中と戦後では異なっている｡後者の連続性 ･共通性については､たとえ
ば､戦時中の移動演劇に感激し咲笑する観客とそれに応えて演じる劇団員の関係は､戦後
の演芸 ･演劇運動のなかにもみられるし､産業報国運動や文化厚生運動のなかでの音楽運
動と戦後の軽音楽運動には､明らかに共通性が認められるのである｡
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Ⅲ 文化運動の諸相
Ⅱの事例で､すでに戦後の文化団体の組織と活動の一端にふれているが､以下では､地
方文化人 ･疎開文化人の役割､文化団体の性格､機関紙誌の特徴､社会教育機関 ･団体の
役割などに留意しつつ､諸地域の文化運動を検討する｡
東京の文化運動については､八王子､福生､羽村､青梅など多摩地方の文化団体や青年
団の文化運動の一端が明らかにされている(前出､注(1)新井論文)｡このうち､西多摩郡
青梅町に設立された奥多摩文化会の機関誌 『多摩川』創刊号 ｢創刊について｣(1946年3
月)には､｢戦時中郷土文化向上の目的で有志の者集り､青梅文学会を結成し演劇､展覧会
を催 し機関誌青梅文学発刊の運びとなったが､当局より戦時下考慮されたしの命あり､又
会員諸氏の出陣等の為一時解散となった｣とある｡ また､吉田定一 ｢地方文化運動に就い
て｣(2号､46年4月)では､｢三年前青梅文学会で演劇を催 した｡その節国民学校の先生が
三人演じた｡この町としては大事件であったに違ひない｣と書かれており､すでに戦時中
に文化運動があり､奥多摩文化会はその復活を目指したものであることがわかる｡また､
吉田は地方文化運動について､｢日本文化の正しき伝統を地方文化の中にみとめ､地方文
化の伸展を基礎として国民文化を創造するにある｣と主張し､映画などを通じて ｢健全な
娯楽を提供すること｣を提起しており､戦時中の地方文化運動とまったく同じ観点から戦
後の文化運動を構想している｡
会には､貸本部､短歌部､演劇部､絵画部､英語部､音楽部などが置かれ､46年10月に
は4日間にわたって盛大に文化祭が催されている｡ 機関誌の執筆者は動植物研究に造詣が
深い人物や地域の歌壇､俳壇になどに属する物書きが多く､誌面は随筆､創作､短歌､俳
句が基調をなしており､郷土誌的色彩が強い｡と同時に､しばしば ｢文化国家｣論が強調
されている｡会則では､会の目的は当初 ｢郷土文化ノ向上｣(創刊号)となっていたが､46
年11月から ｢文化国家建設ノ動向二従ヒ---人格ノ陶冶､生活ノ充実ヲ以テ其ノ目的 上シ､
常二社会教育機関 トシテ行動スルモノトス｣(46年11･12月合併号)と改定されている｡編
集後記では ｢学徒の堕落｣｢治安の不安｣が指摘され､｢文化運動に依って腐敗の最低限を
守らうとする努力｣が重視されている(46年8･9月合併号)｡論説でも､文化会の運動によ
って ｢文化国家の建設｣の必要が主張されている(野村保夫 ｢地方文化会私観｣､46年11･
12月合併号)｡執筆者の顔ぶれ(職業等はわかる限りでは､青梅警察署長 ･署員､国民学校
教員､調布市助役､大⊥職､青少年指導者など)や誌面の文章から判断すると､青年層よ
りも年輩の地域の文化人が主導しており､文化団体の会則としてはやや奇異にも聞こえる
｢常二社会教育機関 トシテ行動スル｣という規定や､｢文化国家｣建設の主張は､多分に
秩序維持的な発想と結びついていたといえるだろう｡
次に､東京都の社会教育関係機関 ･団体の動きを見てみよう｡東京都の主な社会教育関
係団体には､東京都社会教育研究会(1946年7月創立)､都民合唱団(46年9月)､東京都社会
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教育協会(46年11月)､憲法普及会東東都支部(47年2月)､文化組合都民劇場(47年4月)､東
京都映画教育連盟(47年6月)などがある｡このうち､東点都社会教育協会は､前記46年11
月の文部省通達にもとづき､｢社会教育の普及振興を図り､薪日本文化を建設することを
目的｣として､社会教育団体および学識経験者を以て組織された｡会長は戸出貞三､事務
所は東京都教育局社会教育課内に置かれた｡一方､東京都社会教育研究会は､｢会員相互
に切瑳研鐙を積み本都社会教育の刷新向上を図る｣ことを目的とし､都内社会教育関係教
職員､社会教育関係者および ｢特に社会教育に理解ある者｣からなり､会員数は46年12月
末現在170余名に達している｡事務所はやはり都社会教育課内に置かれた｡46年5月社会学
校長打合会(国民学校 ･青年学校)の席上､社会教育研究会設立の議が持ち上がり､都の社
会教育担当者との折衝などの準備を経て設立され､幹事は､国民学校 ･青年学校 ･都 ･民
間から選ばれた｡事業の一つとして､準備段階の6月から翌47年2月にかけて､森戸辰男､
石川謙､有泉亨､cIEのクリスチャン､ネルソン､ダーギン､ ドノバンなどを講師とし
て10回の講演会を開いている｡社会教育協会と社会教育研究会は密接な関係にあり､社会
教育研究会の機関紙 『社会教育』(47年4月創刊)には､社会教育協会の記事も併せて掲載
されている｡
『社会教育』
づけつゝあり､
者の側からも､
れてきてゐる｡
べられている｡
の ｢発刊の辞｣には､｢終戦後の時局は､激 しい社会革命を必然的に方向
国民凡ては新旧社会情勢間の大断層面に苦闘をつゞけてゐる｡こゝに為政
国民の側からも､新事態に適応すべき手段として､社会教育の必要が叫ば
社会教育は､現実にかゝる特異な情勢に於て世論上の問題となった｣と述
2号(47年6月)の ｢民主主義下の社会教育｣と題された論説(無署名)は､従
束の社会教育は政府指導者の政治目的に奉仕する役割をにない､一方的なお説教であった
が､民主主義時代の今日その弊は改められなければならない､だが､社会教育担当者のな
かには旧態依然たる態度があり､それでは大衆は受けつけない､と主張している｡3号(刊
行年月不明､記事内容から23年と推定)には､都社会教育協会の機関紙 『都民の壁新聞』
の一年間の概要が報告され､また､戦後の犯罪の急増､とりわけ青少年犯罪の実状とその
対策に関する記事が掲載されている｡
1947年7月の機構改革によって､都社会教育課のなかに社会教育係と芸能文化係が置か
れた｡前者は成人 ･婦人 ･青少年教育などを担当､後者は映画､演劇､音楽､美術館 ･美
術教育などを担当､各種の文化コンクールを催 し､｢都民の自立的なレクリエーションを
扶けることを目標｣とした(4号､48年5月)｡都民劇場はその一翼であった｡また､48年度
の都の社会教育方針では､｢自主自律の民主精神に基づく 『国家再建意欲の昂揚』に重
点｣が置かれた｡社会教育の内容は､｢公民教育､科学教育､芸能教育の三部面に大別｣
され､このうち科学教育は遅れているが､公民教育､芸能教育に力が注がれている｡ とく
に､演劇､映画､音楽などの芸能教育は ｢優れた国民情操の培養者｣であり､｢荒廃せる
現下の社会情勢に於いて､人々に内面的な歓びをもたらす唯一の厚生医薬として､欠くべ
ニ ュー 一
からざるものと考えられる｣と述べられている(4号)｡
以上のように､戦後設立された社会教育機関や団体は､戦後の社会の混乱 ･葛藤 ･｢荒
廃｣状況に対処し､｢文化国家｣建設に向けて国民を統合する役割をになおうとするもの
であり､社会教育機関 ･団体が文化団体を育成し文化運動を悠漁したのも､その一環であ
った｡それは戦前の思想善導装置 ･運動とは明らかに異なっているが､社会教育の重視と
文化運動昂揚の背後には､社会統合 ･国民統合という要請が働いていたと言えるだろう｡
槍玉県入間郡飯能町の飯能文化協会は､1946年中ごろに設立され､翌47年8月機関誌
『飯能文化』を創刊している｡会長は地元の医師小川文雄で､機関誌の編集 ･発行人は小
川と歯科医師の吉良憲夫であった｡飯能とその周辺にはすでに多くの文化団体ができてお
り､そのなかから総合文化雑誌刊行の期待が高まり 『飯能文化』が生まれたといわれる｡
創刊号の ｢編集余談｣には､｢戦争の結果は5'て夢想だにしなかった全国的に知名の芸能
家をこ 奥ゝ武蔵の果にまで住まはせることになった｣と記されているが､詩人の蔵原伸二
郎､日本画の樋田五峰らが飯能に疎開してきており､蔵原は機関誌編集の中心となり､樋
田は装幅 ･カットを担当した｡いずれも無償であった｡詩人の野口家嗣も編集に参加 して
おり､編者たち自身､『飯能文化』は地方誌としては異彩を放つものになったと自負して
いる｡ 創刊号 ｢編集余談｣のなかで､野口は ｢短文学の綜合機関誌としてこはごは発足し
た｣創刊号の反響は大きく､｢町の生活文化指導面-立てと､本誌-の要望も又しきり｣
であったと述べている｡なお､蔵原によれば､小川､吉良らは ｢職業にさしさはる程の貴
重な時間と精力､私財をを全たく損得を絶して提供｣(47年11月号)したという｡
『飯能文化』は同人誌的なものにとどまらず､諸文化団体のほか広く町民 ･諸団体に投
稿を呼びかけ､原稿は400字3枚以内で､採否 ･訂正 ･削除は編集部に一任された｡蔵原は
｢雑誌は社会の公器であるが故に､あくまで一方的であってほならないしまたあくまで言
論の自由を尊重しなければならない｣(47年9月号)と述べているが､蔵原の機関誌編集-
の取り組み方には並々ならぬものがあり､作品の精選､選評に力を注ぎ､児童生徒の作品
に優れたもの ･美しいものがあるとして推奨している｡また､47年10月には､論文 ･短編
小説 ･詩 ･短歌 ･俳句 ･川柳について懸賞募集をおこなっているが､論文は一､二等は該
当者なし､三等が二編採用､詩は一､二､三等なし､佳作のみであったO蔵原は詩の選評
のなかで､｢受賞作晶は何処に出しても恥しくない立派なものにしたい｣という基準で審
査し､各作品は5､6回読んで等級を決めたと記している(47年11月号)｡47年10月号 ｢編集
後記｣では､｢山と積れた原稿｣のなかから作品を選択して編集 したと記されており､『飯
能文化』は､地方文化人､疎開文化人の文化連動-の積極的な取り組みと､地域住民 ･文
化団体の文化的要求が噛み合ったところに花咲いたものといえるであろう｡
『飯能文化』は6号(48年1月)から 『武蔵文化』と改題され､通巻12号(48年7月)まで刊
行されている｡ 『武蔵文化』には顧問として張赫宙､棟方志功､打木村治らが協力し､永
原集秋桜子が俳句の月選を担当している｡また､武蔵野郷土研究会(川越)､豊岡生活文化
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協会､狭山文化研究会など近隣の11の文化団体と､2つの青年団が 『武蔵文化』の協力団
体になり､48年には通一度の文化講座の開催､奥田良三ほか出演の音楽会､蔵原の詩の朗
読会､コロンビア蓄音機主催 ･飯能文化協会後援の素人のど自慢コンクール､飯能町商⊥
会などとの共催による懸賞付き新民謡募集と入選歌発表を兼ねた武蔵文化祭､その選定歌
｢飯能小唄｣(歌 ･久保幸江)､｢武蔵ブルース｣(歌 ･二葉あき子)のレコー ド化と発売な
ど､多彩な活動が繰り広げられている｡
上越文化懇話会は､20余年ぶりに郷里の高田市に疎開していた小田鼻夫が､医院を開業
していた友人の藤林道三らと相談して､1945年4月設立した｡戦局が苛烈になり､生活に
ますますゆとりが無くなっていくいくなかで､市民の生活に潤いを与え､地方文化のため
に寄与できたらと考えたのが､そのきっかけだったと､小四は懇話会の機関誌 『文垂a∵p-L`tノし′
冊子』創刊号(1946年1月)のなかで述べている｡最初の会合は4月にもたれたが､その後敗
戦をむかえ､9月に2回目の会合を開き機関紙の発行を決めている｡創刊号に載った ｢上越
文化懇話会規定抄(昭和甘牛四月創立)｣には､｢本会ハ高田市ヲ中心 トスル所謂上越地方
ノ文化ノ向上発展ヲ図り延テ新日本文化ノ建設二貢献スルヲ以テ目的 トス｣となっている
が､｢薪日本文化｣ということば使いからみて､これは9月に改められたものと推定される｡
事業は､機関誌の発行のほか､講演､講座､研究会の開催その他の文化事業をおこなうと
されている｡ 事業の遂行を援助する賛助会員を2種とし､年額50円以上を拠出する特別賛
助会員と同10円以上の通常賛助会員が設けられ､賛助会員は雑誌の配布を受け､投稿する
ことができた｡当初の懇話会会員は､小田､藤林､評論家の五十揮二郎､高田に疎開して
いた写真家の演谷浩など7名であったが､47年1月には47名に増え､そのほか規約改正によ
り設けられた名誉会員に､小杉放庵､相馬御風､布施秀治がいた｡会員には､高出､新潟
県下以外に､東京ほか各地の文学者､詩人､評論家なども交じっており､『文垂冊子』に
は武出泰淳､坂口安吾､井伏鱒二､火野葦平､伊藤永之介､堀口大学などが寄稿している｡
『文垂冊子』は､47年12月まで通巻18号が刊行されており､充実した地方文芸誌の一つと
なった｡なお､46年1月70銭だった誌代は､激しいインフレと用紙不足の下で､47年7月に
は8円にまで上がっており､それでもなお赤字経営だといわれている｡
小出は 『青年文化』46年12月号の ｢地方通信｣欄のなかで､『文嚢冊子』について ｢地
方人向としては相当内容の高踏的なものであったにもかゝはらず､この賛助会員が､両方
合せて今では高出地方を中心として千に垂んとし､かういふことはこの地方では空前の現
象だと言ほれてゐますが､要は御時勢のためでありませう｣と記している｡また､小田は
このレポー トのなかで､上越地方には上越文化懇話会のほかに､文化団体として上越文化
協会と高田連合青年会があると指摘している｡前者は新聞社を中心に組織され､芸能､ス
ポーツなどを含め ｢相当大衆的｣なもの､後者は文化団体とは言えないかも知れないが､
文化関連の事業が多くなっている模様だと述べている｡そして､上越文化協会が催 した芸
能大会はたい-ん盛況だったが､上越文化懇話会が青年会と共催した文化講座は､80余人
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の申し込みがあったにもかかわらず､いつも出席者は20-30人､ひどい時は4､5人という
有様｡また､新聞社主催の高見順､渋川鏡､北条誠らを講師とする文芸講演会も聴衆はあ
きれるほど少なかったと指摘し､文化運動の現状は悲観的といわざるを得ないと述べてい
る｡ 『文垂冊子』のような ｢高踏的｣文化と､芸能 ･スポーツを好む人々の ｢大衆的｣文
化の帝離があったというのが､小田の文化理解なのであろう｡
長野県各地は､戦後青年運動 ･文化運動が最も活発だった地域であるが､同時に実に数
多くの文化人が疎開しており､地域の青年 ･文化人に影響を及ぼし､積極的に文化運動に
もかかわっていった｡また､東泉 の学者 ･文化人も頻繁に出かけている｡ 下伊那地方はそ
の一つで､岸出国士､森出卓平､日夏秋之介(飯出出身)らが疎開していた｡この地域には
戦後多くの文化団体が叢生しているが､そのうち静話会が最も早く1945年9月に発足して
く1G)
い る ｡ 静話会は､飯田とその周辺の青年 t文化人(職業はジャーナリス ト､医師､教員､
実業家､芸術家など)4､50名が参加しており､発足に際しては､岸田､森田､日夏が相談
役になっているo ｢静話会清規｣は岸田の撰文になるが､その一条には ｢本会は平和と進
歩の名において､若き世代の為さんとするところを支持し､努めて一切の障壁を除去せん
とする無名の背景団体である｣とある｡ 静話会はしばしば座談会を開き､『静話会々報』
を発行して座談会の記録を掲載するほか､シリー ズ 『郷土文化読本』を編纂 ･出版 してい
る｡そのうちの一冊岸出編 『敗戦の倫理』(静話会出版部､1946年5月)は､各村青年団の
読書会のテキス トとしてしばしば取り上げられ､岸田自身も青年団､婦人会その他の講演
会に講師として頻繁に出かけている｡
｢『郷土文化読本』の発刊について｣(『敗戦の倫理』掲載)には､次のようなくだりが
ある｡ ｢現在の出版界は一見活気を呈してゐるやうに見えるが､その実､地方の読者は書
物に餓ゑ､さもなければ読書の習慣を失ひつつある｡たまたま一世を導くに足る文章が公
にせられても､それがごく少数のものの眼にしか触れないところに地方の最大不幸がある
のである｣｡また､｢郷土に即した問題について具体的に研究し､思索する手がかりになる
やうな書物が殆ど絶無｣だとも指摘されている｡『敗戦の倫理』は戦後発表された5本の論
説を収録 した評論集であり､そのうちの1本に､青野季吉が1945年12月に発表した ｢人間
と日本国民について｣がある｡ ｢戦争の最中､もしこの戦争に日本が勝つとしたら､日本
国民は手のつけられない国民となるだらうと､顔を曇らせた人々があった｡言ふまでもな
く､ひどい､眼を覆ひたいやうな反社会的､反倫理的な国民姿態の行方を思っての憂慮で
あった｡--･｣ に始まる文章であるが､｢日本国民は､敗戦の審判によって､人間的な美
徳の回復の道に立っどころか､却ってより深く､背徳と頚廃の深淵に沈みこんだとしか見
られない｣と青野はとらえる｡そして ｢日本国民が国民としてひとたび死ぬことによって､
人間として真に生き返｣ らねばならず､そのために､まず ｢背徳と額廃の自己の落ちこん
でいる深淵をみつめなければならない｣と指摘している｡
これは､岸出が ｢是非青年諸君に熟読してもらひたいと思った｣(｢編者のことげ｣)文
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章の一つである｡ 大政翼賛会文化部長をつとめ翼賛文化運動を指導した岸田には､そのこ
とに対するある種の悔恨があり､戦後の民主化に対しても悲観的ではあったが､人間と文
化を再生させたいという願いがあった｡そして､その再生を青年たち託そうとする思いが
あったに違いない｡敗戦前後の数年間､岸出は作品を発表していないが､隠遁して沈黙し
ていたのではなく､上述のように地域の文化運動を背後から支援し､青年団 ･婦人会など
の要請に応えようとしたのである｡
静話会につづいて､1945年10月には､飯田に疎開していた島村洋二郎や久保田正文らが
中心になって自由文化振興会が発足している｡洋画家の島村は常設美術展を開き､日夏､
岸出を顧問として､文学(担当は久保出･川口浩)･社会(菊池謙一)･絵画(島村 ･壬生露
彦)･音楽(太田郁子 ･高木東六)･などの文化講座を開設､そのほかレコー ド･コンサー
トやダンス ･パーティーなどをおこなっている｡コンサー トの会費が高く大衆的でない､
｢知識層の独善的自己満足｣だという批判もあったが(『新信州日報』1945年12月2日)､
会員数は300名に達し､過半数を若い女性が占めたといわれる｡ また､飯田演劇研究会は､
岸田国士宅に出入 りしていた高堂正男の呼びかけに､男女青壮年が呼応 して1946年8月に
結成されている｡ メンバーの多くは静話会会員であった｡演劇研究会は当時流行していた
青年の素人演芸に批判的で､｢既成演劇の殻を脱して飾気のない舞台｣づくりを標梯 し､4
7年4月飯田の大松座で開かれた下伊那文化協議会結成記念大会で ｢昨今横浜異聞｣を初上
演した｡演劇研究会は下伊那地方の演劇運動の先駆けとなり､その後の青年演劇運動に大
きな影響を及ぼしたのである｡
Ⅳ 文化運動の意義
これまでに取り上げた文化団体の多くは､地方文化人 ･疎開文化人が主導しているが､
青年団文化部のほかに､地域の青年たちがつくった少人数の文化団体も少なくなかった｡
大分県大野郡三重町では､1945年11月に男女青年70余名からなる三重文化協会が発足し､
46年3月に機関誌 『三重文化』が創刊されている｡｢文化協会発足のよろこび｣と題 した男.⊥･亡
子青年の文章には､｢荒びれはてた郷土､幾年たっ ても灰色の社会であったこの産土に､
待望の文化協会が生れた｡今日の社会情勢から見ても､私共は広漠たる砂漠の中に見る神
聖なる水仙 -オアシスを求める如く､自ら心の豊になるを知ると共に､大いなる期待を持
つ｣と記されているが､併せて､従来の文化運動は ｢必ず地位､名誉､学識､財産のある
有閑的な人達に依って構成されていた｡そうして､何々会長となる人は自分の社会的な
｢顔｣を作るの具にしていた｣と指摘されており､この青年文化運動の初心を知ることが
できる｡機関誌はガリ版刷 り､表紙絵､カットなどすべてが会員の手になる文芸誌的色調
の雑誌で､ていねいに美しく作られていて､雑誌を作ること自体に歓びがあったと思われ
る｡ 発行部数は150部､非売品で､会費-人月 1円でまかなわれた｡広島県世羅郡小国村
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青年団文化部の機関誌 『四季』も手作りのきれいな雑誌である｡その創刊号(46年10月)の
｢生きる喜び｣という文章には､｢戦争中はお互いに無理に無理を重ねて来たが今日まで
続いてゐたらどんなことになってなってゐたかを考えると､早く戦が終わってよかったと
思わないわけにはゆかない｡(中略)戦争中は我々は死ぬことばかり考-てゐたが､今後は
死ぬことよりも生きることを考える方が楽しいのだ｡さればどう生きたらよいか｣ と書か
れており､ここにも文化運動の出発に際しての初心が示されている｡
福岡県嘉穂郡二瀬町の二瀬文化研究会は､男女青年39名によって46年8月に創立され､
やはりガリ版刷 りの手作りの機関誌 『二瀬文化』を創刊している｡創刊号 (46年8月)｢巻
頭言｣ には ｢批判無き社会は死せる社会である｣ と主張され､｢創刊に当りて｣では､東
京裁判の報道によって ｢知らされなかった過去｣を初めて知ったと指摘され､｢真実-の
追求｣では､戦時中の大本営発表の虚偽を知り ｢知ること即ち進歩の第一歩｣だと主張さ
れている｡ 通巻4号(47年12月)までを通じて､戦前の固定観念に囚われたものから､観念
的な嫌いのある左翼的論調のものまでが混在し､かなり背伸びをしている印象の文章も少
なくないが､｢昏迷｣という語がよく使われ､｢昏迷｣からの脱出をめざそうとする思念が
基調をなしている｡
青年団の機関紙誌などにも共通してみられることであるが､青年たちが文化団体を組織
して機関紙誌を発行し､あるいは読書会 ･講座 ･講演会を開いたりすることの根底には､
｢昏迷｣状況の打破と､何よりも ｢知りたい｣という強い思いがあったと思われる｡ また､
上記 『三重文化』の文章にもみられたように､美しいもの ･｢文化｣的なもの-の渇望や
憧れがあったことは言うまでもない｡たとえば､｢レコー ドコンサー トの催 しに飛びつく
思ひ｣で出かけたある女性は､｢私は二年余以来初めて本当に今宵ほど嬉しいことはなか
った｡(中略)どんなメロディーをも聞き逃さじと耳を傾けつくした｣と書いている(『紀
伊文化』1946年5月)｡
職場においても ｢文化｣的なもの-の関心は顕著であった｡新潟鉄道局の機関紙 『新鉄
文化』は1946年6月に創刊されているが､機関誌刊行の話がまとまり､45年12月に誌名募
集を発表 したところ､締切日までに応募があった誌名は800種類､投稿者は1155に達した
というが､｢文化｣をつけたものが最も多く､結局この誌名になった｡創刊号には､募集
表紙図案も得点順に16点が掲載されている｡また､編集後記によると､職員の投稿は殺到
し､割愛したものが多かったという｡なお､機関誌の発行部数は不明だが､職員19人に1
部の割合であるため回覧するよう呼びかけられている｡同号のなかで､40代と思しき新鉄
従業員組合連合会書記長は､｢青年と成壮年の立場｣という文章で次のように述べている｡
｢組合が設立せられて間もなく､吾々は当面の課題として､生活面の諸問題に没入させら
れてしまった｡このとき青年層から極度に非難せられたことは､現在の成壮年層は喰ふこ
まま
と､唯喰ふことにに追はれ､夢をそして内面的な向上を目指す意企を何等汲みとる熱意に
欠けてゐる｡成年層語るに足らずとして青年諸君の中では独自な運動が着々実施に移され
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もした｣｡ ｢夢を与えよ｣という青年層の文化的志向と､家族を養うため生活に追われる壮
年層との帝離が指摘されているのである｡
日産化学工業油脂本社従業員組合文化部はサラリー マンのサークル的組織で､文化部に
は読書会をはじめ､映画演劇鑑賞､レコード･コンサー ト､謡曲､華道などの会が置かれ､
このうち読書会会員は72名いる｡機関誌 『あおぞら』は1948年6月に創刊され､250部発行
されている｡ ｢創刊のことば｣は､苦しい生活のなかで ｢潤い｣と ｢お互いの文化的素養
の向上｣を求めることを謳い､読書欄では文化部蔵書のなかから､河上肇 『思い出』､野
上弥生子 『真知子』､宮本百合子 『伸子』､モリエール 『孤客』などを選んで簡潔に要約し
て批評が加えられ､また､映画 『カルメン』の合評の記録が掲載されたりしていて､文化
的渇望を充足させようとする意欲が報っている｡
以上の諸事例にみられるように､｢文化｣志向の意味は多義的であり､文化運動に人々
のさまざまな願望が込められていたことは明らかだが､それは､敗戦後の混沌のなかで､
拠り所を失った人々が自己を立て直し､一筋の水脈を兄いだし､"世界"を把握するため
に必要な､意識的 ･無意識的な "運動"だったといえるだろう｡その意味で､岩倉政治の
次の指摘は適切である｡ ｢日本の民主革命は､下からの民衆運動としてよりも､いわば敗
戦後卒然として､国民が受けとったかたちである｡ 心がまえができていないのである｡民
主革命の歴史的必然性はあるとおもうが､それを十分に意識していない ｡ ことに農村では
それがひどい｡そこで大急ぎで自己改革をとげなくてはならぬ｡これが､こんにちの農村
に､とくべつ文化運動が大切だとされるゆえんだとおもう｣(『青年文化』1947年6月)｡
このような観点から文化運動をとらえるならば､実際の文化運動が､試行錯誤の連続であ
り､焦点が定まらずあれもこれもと総花的であったりしたのも､なかば不可避的であった
といえるだろう｡
敗戦後の日本の歩むべき道は ｢文化国家｣しかありえない､だから文化運動が必要だと
いう議論は､ニュアンスの違いはあるものの､政治指導者にも文化人にも地域の青年たち
にも共通してみられた｡これに対して､岩倉が ｢今日の文化国家論者があまりに安っぽく
文化を考えているらしい楽天主義にたいして不愉快に思ふ｣(『青年評論』1946年10月)と
述べたのは､上記のような観点からすれば当然であった｡また､文化運動にしばしば見受
けられる文化主義的傾向に対する批判もあった｡福田定良は､多彩な研究部門を設けて華
々しく出発した文化運動において最終的に短歌会のみが残ったという例や､地方の教員た
ちの政治的自覚をはばんでいるのは短歌と西田哲学だという岩間正男の指摘を紹介して､
｢西田哲学と短歌- これは一見奇妙なとりあわせであるが､両者はともに観照的性格を
もつものとして考えることができる｡それらは､ひとしく現実的対象に関心するが､この
関心は､現実を理解することによって満足させられる性質のものであり､事象に対する批
判的精神として活動するものではない-･｡(中略)地方文化運動において､政治的識見の育
成を目的とする事業は等閑に付されている｣と述べている(『教育と社会』1948年2月)｡
-17-
ここで指摘される政治的識見の欠如は､政治的無関心ではなく､むしろ政治に対する反発
に根ざしている｡ また､それは一面では､｢内面｣と ｢外部｣を切り離 し､まずは ｢自己
完成｣が必要だという戦前以来の修養主義的発想に由来し､さらに､戦争の時代の過酷な
経験にもとづく ｢政治｣忌避の心理とも結びついていたといえるだろう｡
戦後の文化運動には､一方の極に福出が批判するような文化主義的文化運動があり､他
方の極に政治的組織化の一環として文化運動を位置づける左翼の政治主義的文化運動があ
ったが､戦後の文化運動は､いずれかに還元できるものではなく､さなぎまな模索が試み
られ､鋭い認識も生まれたのである｡
1946年4月千葉県匝瑳郡八目市場町を中心に設立された北総文化会は､会則 ･綱領など
は決めず､各人がフリーな立場で文化問題を語り､それを実際問題に結びつけていこうと
いう考えにもとづいて文化運動をおこなっている団体で､組織 ･運動のなかでの個人の自ii
由が重視されていることが特徴である｡｢明治維新以来地方文化運動が且って燃え上らな
かった｣ (『北総文化』創刊号､1946年6月)地域だと称されているが､運動は活発で誌上
の論説 ･創作 ･脚本などには力作が少なくない｡機関誌第4号(47年2月)掲載の土肥茂身弓
｢北総文化会運動-の一考察｣は､｢軍財閥による独裁政治を可能ならしめ､､それを推持iJi
させてきた基盤は何と言っても国民文化の低劣､さらに単的に云えば私共の日々の衣食住
のいとなみの中にあった｣｢私共が置かれている社会､私共自身の思考､判断､生活態度
様式そんなものを反省して見る時､地方文化運動と云ふものが､いかに大切であるか｣ と
いう観点から文化運動を考察している｡
福島県東白河郡棚倉町 では1946年はじめに東白文化連盟が設立され､同年5月機関誌
『東白文化』が創刊されている｡ 『東白文化』6号に掲載された関川信書 ｢奴隷制の打破
(-)｣は､次のような文章である｡｢時代の波は寸時も止まる処を知らず､滑々と音を立
て 流ゝれて行く｡ 昨日の倫理は既に今日のものでなく､今日の観念は明日には通用 しない｡
この激 しい変革期の中で十年一日の如く､その流れの底にデンと腰を据えたまゝビクとも
動こうとしない苔むした大きな岩- それが現在の東北地方の農村の姿なのだ｡(中略)
戦時中二個師団の兵隊がどの戦場に於いても抜群の武勲を樹て､戦争犠牲者の数も累々と
して他を圧 したかの感があったのであるが､今翻って考えて見る時､それも鹿北特有の淳
朴さを軍部が極度に利用した悲惨な数字でしかなかったのだ｡(中略)姑は愚にもつかぬ嫁
虐 りをやめて家庭生活の豊かさを計画しよう｡主人は小さな財産をかたつむりの様に必死
に守らろうとばかりせず､社会的に開眼して大きく深呼吸をしよう｡/農村の文化運動と
いふものも､所詮この河の底に眠れる岩を根気よく揺り動かしてめざめさせるのが､先づ
何よりも先決問題なのではないかと私は考えるのだ｣ (『棚倉町史』第一巻､1982年)｡
地域の青年 ･文化人が主導する文化運動が､どれだけ地域社会の生活の現実と切 り結び､
その変革に向かおうとするものだったのかという点からすれば､それが主潮ではなかった
というはかないが､なかには､それに向き合おうとする姿勢があったのである｡上の文章
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は､当時広島で文化運動にかかわっていた山代巴の認識とも通底する｡山代が､岩を割っ
て伸びる松の根の姿に感銘をうけたのは､彼女が地域の文化運動にかかわり､ビクともし
ない岩のような現実に直面していたからであった(前出､注(1)山代巴 『岩でできた列
島』)｡
Ⅴ 文化運動の帰趨
文化運動の昂揚がみられたのは戦後2､3年のあいだのことであり､1948年ごろには文化
団体の消滅や運動の衰退が伝えられている｡ 岐阜で発行されている新聞 『青年ジャーナ
ル』29号(1948年2月)は､次のように指摘している｡｢-ところ猫も杓子も文化､文化とさ
わいだものだが､このごろは一向にきかなくなった｡ 全国各府県､市町村の末端にまで雨
後のたけのこのように乱立した文化団体も大方潰されてしまったようである｡ (中略)｢文
化とは余裕である｣と誰かが言った｡ 古くギリシャやローマの文化から現代に至る迄､確
に文化は ｢余裕ある雰囲気｣の中から生れている｡ (中略)現在の日本程､あらゆる ｢余
裕｣から遠い国はない｡経済的に云-ば､インフレーションの真只中にあり--｡(中略)
更に経済的には､比較的余裕あるように思われる農村でも､その生産様式が旧態依然であ
る為に ｢時間的余裕｣が全然ないようだ｡(中略)かかる動物的生活では､文化はむしろ慰
iil
安になるより､反って苦痛になるに違いない｡生活を離れて文化はない｡生活をより善い
段階えと改善してゆくところに､すべてが芽生えて来る｣｡
青年団の場合には､組織は存続しているものの､文化運動は退潮していった｡群馬県駒
寄村青年団は､戦後3年間の活動に関して次のように報告している｡｢(青年団の)会合にお
いては文化的な建設的なことのみ討議し､研究実行を目的としてゐたから､又教養を最も
主眼として､講演会､討論会､文芸機関誌の発行等､知的水準の低い農村青年には無理な
仕事ばかりをやった｡ 即ち団員の資格とか問題を問はず､村内青年ほとんど全部を加盟さ
せたやうな形で､趣味とか思想とか文化運動とかの意志を持って結ばれた団体でないのに､
程度の高いことばかりやったので､失敗 したのは仕方ないと､今では反省 している｣
(『青年評論』青年評論社 〔札幌〕､1948年8月)｡青年団の場合には地域網羅組織という組
織上の問題と不可分であるが､文化運動に限っていえば､運動が退潮した後のこの種の
｢反省｣は､かなり一般的にみられる｡つまり､あとからふり返ればもっともと思われる
｢反省｣であっても､当初は多くの青年が文化運動に熱中したということなのである｡
前記石川県文化懇話会のメンバーの一人であった伊藤武雄は､1948年初めごろまでは､
地方の文化活動が最もはなやかな時期だったと回想している(『北国文化』82号､1953年5
月)｡ ｢演劇でも講座でも雑誌でも､人々は､腹の-ったコイが魅にぱくつくように､飛び
ついて来た｣｡ ｢金曜文化講座｣には三百ちかい聴講者が集まり､機関誌 『文華』も一時は
三千部ちかく発行された｡ところが48年後半からは､｢金曜文化講座｣ は ｢門前に雀の網
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をはるさびれ方｣になり､機関誌の売れゆきも ｢かけ足で坂をくだりはじめ｣､52年には
五百部足らず刷って､売れるのは三百部足らずにまで落ちこんだ｡雑誌については､｢中
央の雑誌がつぎつぎに復活してきたのが､その最大の原因だったろう｣ と伊藤は指摘して
いる｡ また､雑誌の場合とは事情が違って､演劇は地元でしか観られないにもかかわらず､
北陸新協の客席もまたさびれていったと述べている｡そして伊藤は､この ｢蝋燭は自らを
焼きつくした-廃刊のことば-｣の末尾で､｢どうも今は､北陸新協とか 『北国文化』と
かの時代ではなく､スポーツとパチンコの時代であるようだ｣ と記している｡｢人々は配
給のいもをかじりながら､闇屋やかつぎ屋の間にちぢこまって､文化という言葉に救いを
見出し､それにかじりついているように見えた｣(谷内陸男 ｢『北国文化』懐古｣､同誌同
号)そういう時代は過去のものとなった､ということなのであろう｡
また､『北国文化』54号(1950年7月)で､鷲尾順義は ｢戦後きわめて短い期間だったが､
この国の知識人が民衆にたいする啓もう家として､かれらのうちに入りこむことのできた
時があった｡(中略)知識人が従来もっていたとりすました､民衆を見下したような態度を
-てきして､かれらの中におりてきたということは､たしかに一つの進歩であったといっ
てもいい｡ただ､このときの知識人の啓もう活動は､だいたいかれらが長い間かかって身
につけていたかれらの文化なり教養なりをそのまま民衆のなかに持ちこむという態度でお
こなわれている｡｣その教養 ･文化はドイツ観念論風のそれであって､｢終戦直後の空白や
ら混乱やらからやや立ちなおり､自分の身辺をみまわす余裕ができてくると､民衆はすば
やく知識人のもっている教養の高踏的観念論的な性格やその非実践性非政治性を見ぬいて
しまった｡民衆のまなこには知識人が無用の長物であり､かれらの説く説教が役にもたた
ない観念の連鎖としてうつってきたのである｣と述べている｡ ドイツ観念論的教養人とし
ての知識人と ｢民衆｣のあいだの関係の運動として文化運動をとらえ､啓蒙の意義と限界
を指摘した論説である｡
これまでに挙げてきた事例からみても､戦後の文化運動を､そのような知識人と ｢民衆｣
の関係の枠のなかでのみとらえることはできないし､｢民衆｣という場合､地方文化人を
措くとしても､運動に参加 したのは地域 ･職域の比較的 ｢知的分子｣であった｡だが､そ
のことを踏まえたうえでなお､戦後文化運動のなかに啓蒙的色彩が濃厚にあったことは確
かであり､活動内容が多彩で関心の広がりがみられたのは- 裏返せば総花的ということ
にもなるが- 啓蒙期特有の現象であったということができるであろう｡ そして､そうし
た事態は､言うまでもなく戦争と敗戦によってもたらされたのである｡すなわち､しばし
ば ｢民主主義文化運動｣｢自己教育運動｣などと規定される戦後の文化運動は､総力戦と
敗戦の結果もたらされた精神的空白と混沌という状況の下で､花開き､多くは数年で終蔦
していったのである｡
もちろん､政治 ･社会状況の変化も大きく作用している｡1940年代末から50年代にかけ
て公民館はじめ社会教育施設が整備され､社会教育行政が本格化していくと､それまで地
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域住民のための憩いと娯楽､教養の向上の役割をになってきた文化運動は､社会教育行政
の枠のなかに吸収されていく｡ 疎開文化人の中央復帰が運動の停滞をもたらした面も見落
とせない｡労働者文化運動の場合には､1949年から始まった資本攻勢と企業整備の波の下
で労働者の大量尚首がおこなわれ､組合文化サークルの活動家は狙い打ちにされ､さらに
レッド･パージはこれに追い打ちをかけ､壊滅的打撃をあたえた(前出､注(2)高岡論文)｡
一方､劇団､画壇などの専門的文化 ･芸術集団が確立し､また､商業的娯楽の提供される
機会が増大すると､それまで娯楽 ･文化のいわば自給をおこなってきた文化団体の運動は､
(17)
その役割を終え､それらに取って代わられていくことになったのであ る ｡
A 2 1 -
注(1)『中井正一全集』第4巻(美術出版社､1981年)､山代巴 『山代巴文庫第2期第1巻 岩で
できた列島』(小径書房､1990年)､長野県下伊那郡青年団史編纂委員会編 『下伊那青
年運動史』(国土社､1960年)､出辺信一 『現代地域社会教育論 上』(ドメス出版､19
72年)､戦後社会教育実践史刊行委員会編 『戦後社会教育実践史』第 1巻(民衆社､19
74年)､思想の科学研究会編 『共同研究 集団』(平凡社､1976年)､『広島県史 現代』
(1983年)､笹川孝一 ｢戦後社会教育実践史の研究(その1)農村文化協会長野県支部の実
践分析を中心として｣(東点 都立大学人文学部 『人文学報』144号､1980年)､同 ｢(そ
の2)第二次大戦後の社会教育実践における庶民大学三島教室の意義｣(同前184号､198
6年)､久出邦明 ｢敗戦直後の教育文化運動｣『静岡県近代史研究』6号､1981年)､川
口和正 ｢庶民大学三島教室の成立｣(1)･(2)(同前16､17号､1990､91年)､ 新井勝
紘 ｢焦土の中の地域文化運動｣(草思会年報 『隣人』5-11号､1988-1996年)など｡
(2)赤揮史朗 ｢戦中 ･戦後文化論｣(『岩波講座日本通史 近代4』1995年)､高岡裕之 ｢敗
戦直後の文化状況と文化運動｣(『年報日本現代史2号 現代史と民主主義』東出版､1
996年)｡
(3) 『日本占領期検閲雑誌- マイクロフィッシュ版- 五十音順目録』(国立国会図書
館､1996年)｡なお､プランゲ文庫資料が占領期の新聞 ･雑誌を最も多くカバーして
いると思われるが､筆者が長野県について調べた限りでは､それは県下で発行された
新聞 ･雑誌の一部にすぎない｡たとえば､下伊那地方で発行された町村青年団機関紙
誌は相当数にのぼるが､プランゲ文庫資料に入っている紙誌はごく一部にすぎず､検
閲は徹底しておこなわれたといわれるが､それは町村末端にまで達していない｡もち
ろん､検閲の厳しさは時期と対象によって異なり､これまでの研究によって明らかに
されているように､全国紙や代表的な総合雑誌､ある時期からの共産党細胞機関紙な
どに対して徹底的におこなわれた｡また､学校関係のように検閲が実施しやすい対象
と､そうでないところがあったと考えられるし､地域によって検閲の徹底度は異なる
ように思われる｡
(4) 日本出版協会が10余の新聞社の協力を得て1946年7月に実施した雑誌読書傾向世論調
査によると､総数2062のうち､｢現在読んでいる雑誌｣は､一位 『世界』407､二位
『人間』35O､両誌で三分の一以上を占めるO｢読みたい雑誌｣も､『世界』498､『人
間』293となっている(福島鋳郎編著 『戦後雑誌発掘』日本エディタースクール出版
部1972年)｡これを裏づけるように､静岡県舞阪村の書籍店では 『世界』の申し込み
が50もあり､｢農村漁村の青年の間にも 『世界』と 『人間』の流行熱には驚くべきも
のだ｣と指摘されている(｢ルポルタージュ 農山漁村はどう動きつつあるか｣『教育
と社会』1947年1･2月合併号)0
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(5)出村文理 ｢戦後北海道刊行書籍に関する覚書｣(『北の文庫』23号､1994年11月)､同
｢戦後占領期 ･札幌市の出版ブームについて｣(『札幌の歴史』30号､1996年2月)｡
(6)本文中前出 『翼賛国民運動史』｡青森県翼賛文化報国会については､河西英通 『近代
日本の地域思想』(窓社､1996年)参照｡
(7) ｢青森県の文化運動小観｣(『月刊鹿奥』第8巻1号､1946年1月)､三浦剛 ｢弘前地方
における文化運動の展望｣(『教育と社会』1946年9月)｡
(8)北河賢三 ｢戦時下の地方文化運動一会津文化協会の成立と活動を中心に- ｣(『社会
科学討究』第121号､1996年3月)､『会津魁新聞』1946年10月13日｡
(9)橘直治 ｢高岡文化協会の活動概況｣(大政翼賛会実践局文化部 『地方翼賛文化団体活
動報告書 第-輯』1943年)｡
(10)粟屋憲太郎 ･中園裕編 『敗戦前後の社会情勢』第5巻(現代史料出版､1998年)所収｡
(ll)北河賢三 ｢戦時下の地方文化運動- 郡山翼賛文化協会を中心に- ｣(『社会科学
討究』第115号1994年3月)｡
(12)以下､宮本又久 ｢戦後石川県の民衆文化運動｣(『金沢大学教育学部紀要 人文科学 ･
社会科学編』30号､1981年9月)および機関誌 『文章』･『北国文化』による｡
(13)小川利夫 ･新海英行編 『GHQの社会教育政策』第4章第2節(大空社､1990年)｡
(14)以下は､前出注(1)の笹川孝一論文および酒井郁造 ｢丸山寅男先生と三島庶民大学｣
(『丸山真男手帖』4､丸山莫男手帖の会､1998年1月)による｡
(15)田辺信一 ｢戦後初期の地域文化運動｣(前出 『戦後社会教育実践史』第1巻)O
(16)北河賢三 ｢青年団における戦後の出発一下伊那地方青年団の運動を事例として-｣
(『社会科学討究』第124号､1997年3月)参照｡
(17)田辺信一 ｢戦後社会教育の歩みと地域文化運動｣(『月刊社会教育』1964年10月)参照｡
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第二章 敗戦後の遺族運動と戦争未亡人
- 組織 ･運動と戦後意識を中心に
はじめに
敗戦後､戦死者の遺族による全国的組織化の動きは､日本遺族厚生連盟(およびその後
身の日本遺族会)に連なり､一方､戦争未亡人を中心とする未亡人の組織化の動きは､全
国未亡人団体協議会に帰結していったことが知られている｡その際､戦争未亡人は､言う
までもなく遺族の一部であり､敗戦後最も苦境に立たされた､遺族を象徴する存在なので
あって､遺族運動と未亡人運動のいずれにおいても重要な位置を占めている｡すなわち､
遺族運動と未亡人運動は､単に併存しているのではなく､戦争未亡人の動きを介して両者
は交錯しているのである｡しかも､遺族運動は戦争未亡人を中心とする戦争犠牲者遺族同
盟の運動として始まり､それが全国的な組織化運動となり､その過程で男性遺族を中心と
する別の勢力が主導権を握 り､日本遺族厚生連盟が成立する､という推移をたどっている｡
また､各地の遺族会成立過程においても､同様の事態が見受けられる場合がある｡
戦後の遺族と未亡人の動向については､当事者の自伝のほか､貴重な示唆 ･提言を含む
(1)
聞き書きや2､3の研究と資料集があ り､社会福祉史 ･地域女性史 ･教育史などでも言及
されている場合があるが､資料上の制約もあって研究は手薄で､検討すべき課題は多い｡
また､これまでのところ遺族と未亡人は別々に取り上げられていて､両者の関係は意識的
に追究されてはいない｡小論では､いくつかの課題のうち､(1)遺族および未亡人の組織
化と､その過程における両者の関係､(2)男性遺族と戦争未亡人､とりわけ後者の戦後意
識､以上二点の検討に力点を置き､遺族 ･未亡人に関する制度および政策､遺族 ･未亡人
を取り巻く環境や生活状態などについては､行論に必要な限りで言及する｡(1)は､上記
のような組織と運動の経緯からして解明すべき基礎的事項であり､(2)は､/戦後の民衆意
識を考えるうえで不可欠の検討課題であろう｡
なお､小論は､1998年12月5日～11日の一週間､早稲田大学で開催された ｢メリーラン
(2)
ド大学所蔵 (プランゲ文庫) 展 ｣が一つの機縁になっている｡筆者はこの展示の準備に
携わり､展示では戦後の遺族団体の機関紙も一部展示したが､そのなかには､戦後最初に
遺族運動を始めた戦争犠牲者遺族同盟の機関紙 『戦争犠牲者』も含まれている｡小論では､
『戦争犠牲者』と､いくつかの県の遺族新聞 ･遺族会報などを利用することができた｡プ
ランゲ文庫資料については､引用資料の末尾に [P]と附した｡
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Ⅰ 戦争犠牲者遺族同盟の成立
(3)
遺族運動は､東京都杉並区和田本町にあった武蔵野母子寮の寮長牧野修 二 が､1945年1
1月下旬､未亡人たちに励ましと団結を促すため ｢幸運のはがき｣をまねて､1人が7通ず
つ同文の葉書を未亡人宛に送る文書運動を発起したことに端を発する0第一段として､母
子寮の未亡人たちが手分けして120-130通の葉書を送ったところ､見知らぬ未亡人たちか
ら感謝や訴えの郵便が相当数届いたとい う ｡ 牧野らは､これと併行して都内の母子寮や遺
(4)
族職業補導所などを廻ってアッピール してい る ｡ さらに､牧野はNHKのラジオ番組
｢私たちのことば｣に ｢戦争犠牲者遺族救援会を作れ｣と題する次のような文章を投稿
(5)
し､これが1946年2月8日に放送された｡
私が住む母子寮には､戦時中実に多くウルサイ程に､新聞雑誌社や撮影所放送局や婦
人団体や有名婦人とか篤志家等々が来訪した｡彼らは遺族母子を慰問し激励し感謝し､
ジャーナリズムのネタをとった｡(中略)今は同じく戦没兵士の妻子であり､しかもを焼
かれ家財を焼かれた､即ち二重の犠牲に苦しむ遺族で一杯になっているo /ところが
戦争は終わった｡必勝の幻影は崩れ､夫の死は犬死と化し､彼女のせめてもの精神的拠
点たる給侍は急転降下した｡遺族扶助料､軍事扶助など廃止の声は､最低生活の保障す
ら彼女に与えなくなった｡(中略)喰うためには､彼女らは遺児の教育的影響を恐れ乍ら
もやむをえず手製の鰻頭と芋とを売る姿を闇市場に曝しているのである｡いまに､それ
さえ続かなくなったらどうなるのだ｡不安の其の目其の日である｡既に慰安所の灰暗い
灯の影にうごめいている未亡人があるとの噂さえ巷にあるではないか｡/あ 靖ゝ国神社
に眠る霊は何と見るか｡(中略)政党も団体も更に婦選に踊り出した有名婦人連も､今は
敗戦日本における最も惨めなる犠牲者たる遺族母子を､弊履の如く見捨て 顧ゝ り見ない
のだ｡政府の無気力無策は､今更云うも愚ろかである｡
このラジオ放送が大きな反響を呼び起こし､これを機に牧野らは戦争犠牲者家遺族同盟
準備会を発足させ､3月から4月10日の総選挙に向けての選挙対策活動､4､5月には資金獲
得のための街頭募金活動に力を注いだ｡4月14日の準備委員会総会で規約 ･綱領案を作成｡
5月29日には､準備会代表の村山千代と石田千代がCiE情報課婦人情報担当官E･ウイ
- ドを訪問し､同盟結成の趣旨を伝え諒解を求めたところ､ウイ- ドはこれに賛意を表し､
(6)
｢出来る限りの御助力を致します｣ と答えてい る｡
戦争犠牲者遺族同盟発行の機関紙 『戦争犠牲者』第1号 [p]は､6月1日付(タブロイ ド
版2頁)で発行されているが､ここには､｢独 り考-込んではゐられぬ/全国の戦争犠牲者
たる遺族よ !/団結して生活を守ろう｣と題 したアッピール､｢ナゼ? 戦争犠牲者遺族
同盟と名付けたか｣､｢全国の遺族よ/軍ばっ官りようにだまされるな/大同団結を裂く者
は誰だ｣などの文章が掲載されている｡ ｢ナゼ?-｣の文章では､｢軍閥政府にウマク満ま
され､封建的道徳観に迫られ,強権に押されて､否応なしに戦地に征った者が人民大衆の
殆どすべてゞある｣ との認識に立ち､｢戦争の犠牲になった､といふ自覚する遺族､それ
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なればこそ生活権と平和を要求し､人道と愛の民主日本を建てやうとする切実な行動が生
まれるのである｡(中略)鼓に､単なる ｢遺族会｣とか保守反動化する 『遺族連盟』とかの
(7)
名をとらず ｢戦争犠牲者遺族同盟｣と名乗った､重大な意味がある｣と主張されてい る｡
このほか､遺族同盟規約 ･綱領 ･行動綱領 (秦)､｢戦争犠牲者遺族の歌｣(-､あ 侵ゝ略
の戦争の/犠牲となりしわが友よ/集いて叫べこの歌を/山野に 海に 街頭に 三､蘭
かずや飢餓と疾病の/巷にあがる叫喚を/これぞ老父や妻や子の/生活権の要求ぞ一 傍
線部分に検閲で傍線が附されている)などが掲載されており､遺族同盟の立場､考え方が
よく示されている｡
遺族同盟結成に向けての準備活動は､武蔵野母子寮の戦争未亡人を中核として､東京都
職業補導所出身未亡人､都下在住の未亡人たちによって担われた｡彼女らのほとんどは集
会や結社についての経験がなく､乳幼児を背負って募金 ･演説 ･訪問活動や地方の共鳴者
との連絡通信にあたった｡彼女たちの努力が実って､全国各地から多数の参加を得て結成
大会を開く見込みは立ったものの､大会費用の負担に窮した｡これに対して､牧野が所属
(8)
する同胞援護会が費用と労力面の援助に乗 り出し､大会開催にこぎつけることができた｡
6月9日､東京都京橋公会堂で行われた遺族同盟結成大会には､戦争未亡人ほか男性遺族
も含め､北海道から鹿児島までの各地からの代表一千余名が参加した｡大会の運営は､司
会､座長､議長をはじめとして､すべて戦争未亡人の手で進められた｡経過報告､綱領 ･
規約 ･行動綱領の審議につづいて､遺族年金制 ･軍事扶助法に代る援護法 ･生業資金貸付
法 ･援護施設の拡充強化 ･遺児育英資金国庫負担などを求める決議が挙げられた｡役員選
任ののち､進歩 ･自由 ･協同民主 ･社会 ･共産の各政党代表(いずれも女性議員)のメッセ
ージ､厚生省援護課長による援護対策の説明などがあり､午後は同胞援護会提供の遺族慰
安演芸会が行われた｡大会終了後､約300名が5台の トラックに分乗､同盟歌を合唱しつつ
目抜通り示威行進し､靖国神社に戦後初の集団参拝を行った｡なお､この戦後初の戦争未
(9)
亡人による公然たる全国的集会は､新聞､録音放送､ニュース映画で報道されてい る｡
大会後の6月13日､遺族同盟代表は大会決議をもって首相官邸 ･大蔵省 ･厚生省を訪れ､
遺族救済施策を請願している｡また､6月20日には､遺族同盟本部に各政党代表を招いて
大会決議の貫徹などについて懇談､8月11日には政党女性代議士を招待して､遺族同盟員5
0名と座談会を行っている｡一方､遺族の全国的統一組織としての戦争犠牲者遺族同盟結
成を支援した同胞援護会は､7月23日理事長名で同会都道府県支部長宛てに､遺族同盟を
育成助長するよう通牒を発している｡そのなかで､最近類似団体旗出の傾向が見られるが､i51if
団体が乱立し ｢相克摩擦して純真なる遺族(主として可弱き未亡人)を去就に迷わしめ野望
策動家の乗ずる処｣となりかねないことに注意を促し､反軍国主義 ･民主平和日本建設な
ど明確な綱領を掲げた自主的な全国的組織は戦争犠牲者遺族同盟だけであり､GHQの諒
(10)
解を得た遺族団体は他にはないことなどを指摘してい る ｡
機関紙 『戦争犠牲者』第2号(1946年8月)[P]には､各地の遺族団体の設立状況が紹介
-26-
されているが､そのなかで ｢同盟では地方の特殊性を考慮して敢て戦争犠牲者遺族同盟を
名乗らぬともよいとの大乗的見解を示してゐるので､一層活発化し､寧ろ戦遺同盟を名乗
ってポツダム宣言履行の性格をハツキリ現した方がよいといふ地方も多いやうだ｣と報告
されている｡紹介されている遺族組織には､茨城県遺族会､土浦町婦人共励会､石川県遺
族連盟､浜田市遺族同盟､愛知県連友会などがあり､いずれも戦争未亡人や ｢母子寮の遺
族｣を主体として組織され､戦争犠牲者遺族同盟と連絡をとっている遺族団体である｡し
かし一方､上記の同胞援護会通牒同様に､｢ウツカリ加入せぬやう/団体をよく見極めて
/遺族は民主日本の先駆たれ｣､｢不明確な団体は危険｣､｢ボスに乗ぜられぬやう｣などと
警告する記事も見られる｡さらに､機関紙第3号(1947年3月､紙名は 『遺族新聞』と改称)
[p]の ｢平和日本実現と互助を目指し/各地に挙がる遺族結成の旗/反動分子の潜入を
防げ｣と題する記事では､｢一地方に二つの遺族団体が結成され､互いに争った所もあっ
た｡(中略)我々は先づ自分の加入する団体をよく研究する事が必要である｣と強調されて
いる｡また同号では､遺族同盟結成以来､｢組織された遺族は三十万を越えるものと推定
される｣と指摘し､同盟本部は全国地方代表者会議を5月上旬に開催することを決定した
と報じているが､すでにこの頃には､遺族の全国組織をめぐる別の動きがあり､対立が生
じていたのである｡
Ⅱ 日本遺族厚生連盟の成立と戦争犠牲者遺族同盟の解体
『日本遺族会十五年史』は､戦争犠牲者遺族同盟成立前後の動きを紹介したうえで､
｢この頃これとは別に靖国神社嘱託､大谷藤之助氏が各地方を巡歴して遺族の組織結成を
勧奨したこともあった｡(中略)遺族会結成の機運は濃厚となったが､それでも､進駐軍に
対する遠慮などもあり､堂々と全国組織結成まで進展しないまま､昭和二十一年は終っ
た｣ と記し､つづけて､1947年5月9､10日の戦争犠牲者遺族同盟全国地方代表者会議の模
様ついて説明している｡9日の丸の内工業倶楽部での会議には､32都道府県の代表六七名
が参加｡来賓として､同胞援護会総裁高松宮宣仁､同会会長徳川家正､厚生省社会局長葛
西嘉資､都議会議員本島百合子､共産党代議士小松勝子が臨席した｡『十五年史』には､
｢この会議には､高松宮殿下がご臨席されたので､議事は円滑に進行した｡然しわれわれ
は､この同盟を戦没者遺族の全国組織の中心的拠点とするには､何か物足りなさを感じ
た｣と記されている｡また､翌10日の武蔵野母子寮での会議では､｢活発な意見が発表さ
れ､特に 『戦没者遺族全国組織を結成するには､あくまで､英霊の顕彰と遺族の福祉の増
進を中心とし､一般社会から誤解されないようにしなければならない』という意見が強く
出て､会議は結論を得ないまま､参会者の大部分のものが散会することになった｣ が､散
会後 ｢大部分の者は､更に､その近くで露天会議｣を開いて話し合い､全国組織結成に向
けて準備を整え､会議を再開することを約して散会した､と記されている｡
『十五年史』の記述はやや唆味で､これ以外に具体的なことは書かれていないが､山口
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県遺族連盟 『五十年誌』(1997年)は､5月10日の会議の模様を次のように記している｡
｢殊に昨日の会議で来賓として出席された方からアジ的挨拶があったことから問題が起り､
これでは 『遺族会が誤解されるおそれがある｡好ましくない』と云う意見が出た｡これは
われわれが組織造りをはじめる当初から最も注意深く警戒していた問題であり､遺族会は
左傾 してはならない｡われわれが戦没者遺族の全国組織を結成する目的は､(1)戦没者の
死を意義あらしめ､英霊が国家によって顕彰されなければならない｡(2)国家は戦没者遺
族に対し､恩給法で定めていた処遇を復活すべきである｡(中略)これが遺族会の本旨で
ある｡(中略)われわれは遺族同盟会議とは裸を別つことにして退場した｡｣そして､退場
した都府県代表のうち17県代表が会場付近で露天会議を開いた､と記されている｡『和歌
山県遺族連合会三十年史』(1977年)にも､ほぼ同様の記述があり､この5月10日の会議で､
全国の遺族組織は分裂したとみて間違いないと思われる｡なお 『十五年史』には､9日の
会議に32都府県代表が参加したとされるが､山口県遺族連盟 『五十年誌』によると､｢未
だ県単位の組織のできていないものが多かった｣と言われる｡
『十五年史』によると､分裂後の翌6月､｢全国平和連盟東京都本部｣ と称する団体から､
北原正幸､福本富治郎の名で都道府県遺族会や都道府県庁関係部課に対して､｢遺族会の
中央連絡機関として､東京に､遺族会総本部を設けたい｣との趣旨の呼びかけがあり､こ
れに応じて7月13日～15日､港区芝増上寺に33都道府県代表が参集した｡13日は戦没者の
お盆大法要ののち会議に入り､｢全国平和連盟総本部規約｣の審議など､14日は遺族代表
(ll)
が ｢皇居において､天皇､皇后両陛下に拝 謁 ｣､15日は ｢遺族の全国組織結成について
協議したが､未結成の府県代表から異論が出て､残念ながら結成に至らず｣､10月20日を
期して全国組織結成を申し合わせている｡その後､全国平和連盟東京都本部の内紛などで
準備は遅れ､10月27日付け準備委員長斉藤晃の名で全国都道府県に対して､11月17､18日
に千代田区神田寺で総会を開く旨の通知が､あったO準備委員代表は､総会に先立って､G
HQに公衆衛生福祉局福祉課長N･ネフを訪ね､遺族組織をつくる際の条件について指示
を受けているが､その条件は､(1)戦没者遺族の外､社会公共のために殉職した者の遺族
も入れること､(2)遺族の相互扶助を目的とすること､(3)現職の官公吏､公職追放された
者､元職業軍人等を役員として入れないこと､であった｡なお､『神奈川県遺族会二十五
年史』(1978年)によると､すでに7月の代表者会議の折りにネフを訪問して全国遺族会結
成につき了解を求めることを決め､その後代表者がしばしばネフを訪問したとされており､
戦争犠牲者遺族同盟から分裂した勢力は別組織を結成するに際して､GHQの承認を得る
ことに力を注いだものと考えられる｡
総会には28都道府県の代表135名が参加､靖国神社嘱託大谷藤之助も出席しており､大
谷から元貴族院議員 ･静岡県遺族会長の長島銀蔵が紹介されたという｡満場一致で戦没者
遺族の全国組織結成を決定､組織名を日本遺族厚生連盟とし､規約を審議決定した｡規約
にもとづいて､理事長島銀蔵長以下の役員が選出された｡長島理事長はあいさつのなかで､
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｢本連盟は､無差別平等の原則に反し､遺族が一般戦災者や引揚者にくらべて､物心両面
にわたり甚だしい冷遇を受けている現状にかんがみて､これが是正を希望するものであり
ます｣､｢われわれ遺族が軍国主義の温床であるというが如き謬見があるとするならば､国
民各位の御理解によって速やかに､その誤解が一掃されねばなりません｣と述べているが､
当時の遺族の置かれた状況を反映して､いわば防衛的であり､政府に要望する ｢決議書｣
においても､その内容は最小限の援護 ･免税に関する要求にとどまっている｡ 日
本遺族厚生連盟の成立前後から､それぞれ独自に組織化を進めていた､あるいは態度を決
めていなかった各地の遺族会も､厚生連盟の傘下に入っていった｡1946年12月に結成され
た兵庫県遺族厚生会は､その後支部組織を整え､47年12月に日本遺族厚生連盟に加盟する
(12)
ことを決定してい る ｡また､群馬県では､46年10月遺族の相互扶助団体として ｢群馬県
遺族の会｣が発足しているが､その ｢活動状況｣によると､｢(昭和)二十二年初頭から中
央に於いては新しい日本遺族厚生連盟の結成機運が動き､代表が総司令部福祉課長の諒解
を求め遺族の具体的運動を開始したので県単位の運動だけでなくこれに呼応した｡四月頃
から遺族運動が全国組織に於いて､戦争犠牲者遺族同盟と､日本遺族厚生連盟を結成しよ
うとする機運との間に中核団体が対立したが､本県としては慎重な態度をとって十二月に
評議員会を開催､友好団体として日本遺族厚生連盟に加入することを決定した｣と報告さ
(13)
れてい る ｡
以上の経緯および各地の遺族会の動きからみて､戦争犠牲者遺族同盟と日本遺族厚生連
盟の関係は､なお不明な点が残るものの､大筋は把握することができるであろう｡すなわ
ち､戦争未亡人を主体とする戦争犠牲者遺族同盟の結成が､遺族の全国的組織化をもたら
すことになったが､その過程で男性遺族を主体とする別の勢力が主導権を握り､日本遺族
厚生連盟が結成されるに至ったのである｡
日本遺族厚生連盟は1948年4月20､21日､横浜市鶴見の総持寺に全国代表60余名が集ま
り､法要ならびに第2回総会を開いた｡会長に長島銀蔵が就任､48年度事業計画と連盟を
財団法人として認可申請することを決定した｡ついで､同年7月25､26日大阪四天王寺で
の第3回総会では､(1)軍人恩給の停止 ･制限を規定した指令 (1945年11月)の解除と遺族
補償制度確立のための署名請願､(2)指令の範囲内での運動として､共同募金の配分､遺
児育英資金を要求することなどが決議された｡総会では､｢未亡人の窮状が､各代表から
訴えられ､とくに婦人代表からは､未亡人連盟結成の要望が出され､これをめぐり激論が
展開されたが､結局､各支部に婦人部を設け本連盟の婦人部とすることを申し合せた｣｡
また､近く財団法人として認可されるという見通しに立って､寄付行為の検討とそれにも
とづく役員の選出が協議されたが､その後10月20日､GHQの意向として不許可の方針が
明らかにされた｡これは､全国的な組織態勢を整えつつあった厚生連盟にとって衝撃であ
り､この事態に対処するため､11月25､26日靖国会館で臨時総会が開かれた｡臨時総会で
は､当分のあいだ法人許可の見込みはなくなったが､団体として存続､潜動してよいこと
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(14)
が確認され た ｡
厚生連盟は､その後､議会対策委員会を設けて国会対策に重点を置き､衆参両院議員-
の働きかけを強めた｡その結果､1949年5月14日には衆議院で､全会一致で ｢遺族援護に
関する決議｣､5月16日には参議院で､やはり全会一致で ｢未亡人並びに戦没者遺族の福祉
に関する決議｣が行われた｡衆議院決議では､1､戦没者の葬儀その他の行事につき､一
般文民と同様の取り扱いをすること､2､遺族年金または弔慰金の支給､3､生活保護基準
額の引上げ､4､遺児の育英に特別の考慮を払うこと､5､生業扶助制度の活用および生業
I
資金制度の拡充､6､授産所､母子寮および保育所の増設､などの事項が挙げられた｡ま
た､参議院決議では､とくに未亡人の窮状が訴えられ､これに対する施策が皆無であるこ
とが指摘されており､ようやく未亡人問題 ･母子福祉対策が国会の場で取り上げられるこ
(15)
とになったのであ る ｡
一方､1947年5月の全国地方代表者会議以降の戦争犠牲者遺族同盟の動向は､詳細は不
明であるが､その後も存続している｡遺族同盟には､もともと戦争犠牲者遺族同盟全国総
(16)
本部と同東京都本部があ り ､担い手は同一と思われるが､前者が全国的組織化を担当し､
その過程で前記のように日本遺族厚生連盟が主導権を執るに至った｡また東京には､戦争
犠牲者遺族同盟東京都本部のほかに､46年から年東京都平和厚生連盟と称する遺族団体が
(17)
存在し､49年まで遺族は二分されてい た ｡49年7月10日､東京都平和厚生連盟はその
(18)
｢発展的解消｣に当たり､遺族同盟東京都本部(支 部 )に対して合同を捷起した｡後者は
これを受け入れ､新たにに東京都遺族厚生会が結成された｡その際､遺族同盟側は ｢戦没
者両親たる会員｣が東京都遺族厚生会に加盟し､一方､｢未亡人たる会員｣は東京都未亡
人同盟に参画することになった｡また､遺族同盟は､6月19日の東京都未亡人同盟結成大
会の際､｢全国的にも同様に､全国未亡人団体協議会の樹立拡充に進む方針を幹部会で決
ママ (19)
定し､七月十日 『発展的解消声明』と倶に苦闘の歴史を閉じ た ｡｣ つまり､戦争犠牲者
遺族同盟は､その中核となった東京都の組織も全国組織も､49年7月10日をもって解消し､
遺族同盟の中心となった戦争未亡人たちは未亡人運動に向かったのである｡
(20)
戦争犠牲者遺族同盟は､解散に際しての ｢声 明 ｣のなかで､遺族同盟成立後の歩みは
多難であったとして次のように述べている｡｢婦人を蔑視するもの､階級的優越感から脱
けきらぬもの､あきらめと謙譲を強いて生活苦を軽視する保守的指導者､戦争中染ったプ
ライ ド気分に執着するもの､切実な生活権要求を 『赤だ』と誹誘する者､選挙や商売に利
用せんとするもの､い 加ゝ減な憶測をまことしやかに流布して入会を梼跨させる日和見主
義者など､実にいろいろな妨害に遭いました｣｡また､｢子女を抱え職場に働く未亡人が大
多数を占める同盟としては､時間と財力に乏しく､意図するところの十分の-も果たし得
なかったことを残念に存じています｣とも述べている｡遺族同盟の運動を陰で声え､戦争～
未亡人たちを支援しつづけてきた牧野修二は､次のように指摘している｡｢(遺族同盟の呼
びかけが)火蓋となって漸くあちこちに遺族団体が族出したが､未亡人が主導権を握るも
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のは家々たる状態だった｡(中略)未亡人団体に対する官民の態度は､消極的乃至敬遠的
であった｡大体が有閑未亡人の集まりではないから､また社会的経験も少ない勤労未亡人
(21)
だから､笥生活にも追われ､華々しい活動はできなかった｣ と ｡
『同胞援護会会史』(1960年)は､遺族会と未亡人会に分岐していった二潮流について､
次のように指摘している｡
遺族未亡人の活動が公然かつ具体化するにつれて､自ずから二潮流が出来だしてきた､
と言うより､同盟結成過程に内包していたものが､時の流れに洗われて-ツキリ露出し
てきたと観るのが正しいだろう｡ ･/即ち､遺族の苦悩坤吟の中には 『国の犠牲として殉
難した』という玲侍に簸いられない寂実感と､『夫を喪った生活の苦しさ』という窮乏
感との二面があり､前者は戦没者の親達の胸底に痛くしみついており､後者は戦没者の
妻子の念頭を強く悩ませた｡もちろん両者とも片面の苦悩しかないという訳ではないが､
傾向的にはこう言えるのである｡従って前者は､生計よりも精神的処遇改善例えば公葬､
靖国神社大祭の陛下御参拝などに重位をかけ､男親が主流となる傾向をもち､後者は子
女の養育や現実生活の改善に重位をおき､未亡人が主流となろう｡いきおい後者戦没未
亡人は 『同じ生活苦』という共感から､引揚 ･戦災さては一般病死の未亡人とも共同戦
線を張るようになり､ひいては離別母子家庭の保護にも協力するまでに発展することに
なろう｡
こうした適切な整理は､戦争犠牲者遺族同盟の運動をになった牧野修二たちの認識を示
すものであるだろう｡
Ⅲ 各地における遺族会の成立
各地の遺族会の成立過程をみると､市町村段階では､戦争未亡人を中心にして未亡人会
が成立し､その後遺族会に移行したケースがみられる｡また､県段階では､戦争犠牲者遺
族同盟と同様に戦争未亡人が中心となって遺族運動がおこり､男性の協力者や男性遺族､
地方世話部､県の厚生課など関係機関の関与 ･介入によって遺族会が結成されていったケ
ースがいくつかある｡一方､男性遺族や地方世話部などの働きかけで遺族会が設立された
ケースが最も多く､地域によっては､戦時中からあった遺族会が戦後もそのまま存続して
いる場合もある｡以下､遺族会組織化過程における中心的にない手および関係機関､遺族
会設立の契機､組織と運動の特徴などに留意して､各地の遺族会の成立事情を概観する｡
山形市では､戦後旧軍人将校の妻たちのあいだから未亡人会結成の機運が生まれ､戦後
処理業務に携わっていた県世話部および市社寺兵事課の職員がこれに協力し､1946年碁に
戦没未亡人会が結成された｡しかし､｢生活と育児に追われる未亡人たちは､結成はした
もののその活動には全く手も足も出せない状況におかれていたので､若干時間的余裕を持
つ戦没者の親や兄弟を含めた遺族会の形態に移行しなければならない羽目に追いこまれ｣､
(22)
47年3月山形市遺族相扶会が成立してい る ｡飯山市太田地区では､村長その他の ｢指
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導｣により､46年に戦争未亡人を主体とする会員25名の未亡人団体白鳩会が結成されたが､
他村で遺族会ができると ｢それでは私達もと立ち上がり｣､村長 ･助役と相談し､その後
(23)
協議を重ね47年8月､男性遺族を会長とする大田村遺族会が発足してい る ｡このほかに
も､最初に未亡人会が成立し､その後遺族会に婦人部が置かれると､戦争未亡人のみがこ
れに統合されていくケースもある｡
福井県では､1946年2月鯖江に住む5人の戦争未亡人たちが､国民学校で謄写版を借り受
け､戦時中遺児を対象に開かれていた海浜学校の参加者名簿をたよりに､戦争未亡人たち
に結束を訴えるハガキを出した｡これを契機に､福井地区からも未亡人が呼応し活動が始
まった｡県経済界のリー ダーで福井市の百貨店主であった坪川信一は､店員に戦争未亡人
も多く､未亡人の活動を積極的に支援した｡活動資金を拠出するほか店内の一室を提供し､
ここを拠点に未亡人たちは活動を展開した｡軍政部を訪ね恩給廃止など公的処遇について
説明を求め､生活の窮状を訴えるなど陳情活動を続けた｡軍政部側も理解を示し､助言を
与えて活動を支援してくれたとい う ｡ 一方､福井地方世話部に支援と指導を求め､県内遺
族の調査を依頼し､世話部から市町村長宛に遺族のリー ダー格の人選を依頼するなどして､
組織結成の準備が進められた｡4月の準備会以降､関係方面に協力と支援を求めるなど準
備を整え､46年7月14日､約300名の遺族が参集して福井県遺族互助会の発会式がおこなわ
れた｡なお､10月には財団法人の認可を受けている｡福井県遺族互助会は､きわめて早い
時期に比較的スムーズに成立しており､運動を主導した何人かの戦争未亡人が副会長など
の本部役員に就任し､設立後はどなく戦争未亡人向けの授産所を開設していることなどが
(24)
特徴といえるだろ う ｡
富山県の場合は､前記の牧野修二の訴えを伝えたラジオ放送と戦争犠牲者遺族同盟の趣
旨に共鳴した県内の戦争未亡人たちが､互いに連絡を取りあい遺族同盟の地方支部結成に
動き出したのが､組織化の発端であった｡遺族同盟-の激励をかねた連絡の手紙が牧野の
もとに寄せられた結果､県内に富山市の浜岡玉喜はじめ11名の戦争未亡人と1名の男性遺
族の共鳴者がいることが､名簿を添えて伝えられた｡浜岡は1946年6月から同志と連絡を
取りつつ､県厚生課に遺族会の結成を訴え､8月には､その頃から別個に遺族会設立を準
備し始めていた富山地方世話部と相談の機会をもった｡しかし､浜岡の8月26日の日記に
は､世話部の1人から ｢東京の遺族同盟は全くインチキだと一笑され全く狐につま れゝた
ようだ｣とあり､翌27日の日記には ｢復員将校の集まりである世話部に全部まかせれば楽
であるが､社会や軍政部は果してどうみるか｡軍閥の潜在機関のように､遺族会が誤解さ
れることは甚だ迷惑であり又､心外だ｡余程慎重に対処せねばならぬ｣ と記されている｡
浜岡らは､｢陸軍大佐の名刺をふり廻し｣戦争未亡人を見下す世話部のメンバーとは別に
行動することをいったんは考えたが､その後設立準備会に参加する方針に転じた｡だが､
9月16日の設立発起人会では､苦しい生活の現実から出発すべきだとする戦争未亡人グル
ープと､｢英霊を慰めることを第- ｣ とする元将校グループは対立､激論となり､両者は
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(25)
決裂し た ｡これを18日付北日本新聞が､2面 トップに ｢お線香か､家族の生活安定か/
県下の二遺族団体､意見対立/英霊はいづれを望む?｣との見出しで大きく取り上げたの
(26)
である が ､元軍人に対して軍政部は厳しいとされる状況の下で､この報道は世話都側に
不利に働き､県内務部長が調整に乗り出すことになった｡そして未亡人側の要求を容れる
ことで妥協が成立し､軍政部の許可も得られた｡その際､軍政部が許可するかどうかを危
ぶむ発起人会の元軍人たちは､軍政部との交渉を全面的に未亡人に押しつけたのであるが､
軍政部側は未亡人たちに理解を示し､戦災 ･引場による戦死者の遺族も会に入れることを
条件に設立を許可している｡こうした経過を経て10月23日富山県遺族会が創立されたが､
県内務部長らのお膳立てで人選等は進められており､会長には遺族ではない元代議士､副
会長 ･理事には内務部長 ･厚生課長などが就任し､事務所は県厚生課内におかれた｡浜岡
は遺族会の事務職員として働くことになった｡
遺族会設立後の11月16日には､富山県遺族会長から市町村長あてに,市町村遺族会を急
速に設立することを要請する通牒が発せられているが､末尾に､9月9日の ｢同胞援護会富
山県支部長通牒戦争犠牲者遺族同盟に関する件により設立されたものがあれば本会に吸収
(27)
合併させる様御取計願ひます｣と追記されてお り ､富山県遺族会は戦争犠牲者遺族同盟
には所属しないことが明らかにされている｡なお､遺族会設立数は､3カ月後の47年1月に
は43町村で約2割､1年半後の48年度初めには210余のほぼ全部の市町村に及んでいる｡
以上のように､戦争未亡人を中心にして始まった富山県の遺族組織運動は､その過程で
男性遺族および官側が主導権を握り遺族会が成立したが､その後の動きをみると､未亡人
の生活の必要と要求に応じた活動が目立っている｡1946年の碁から玉岡らが企画 ･実施し
(28)
た内職講習会には多くの未亡人が参加してお り ､その折りに開かれた未亡人たちの座談
会では､母子寮の設置や婦人部新設の要望などが出されている｡また､47年11月から戦争
未亡人を対象に､6カ月の助産婦養成特別講習会を実施している｡一方､軍政部は浜岡ら
に対して未亡人のみの会をつくること､それができなければ遺族会に未亡人部を設置する
ことをアドバイスしており､その圧力もあってか､47年7月､全国的にみてもきわめて早
(29)
い時期に富山県遺族会は未亡人部新設を決定してい る ｡49年には戦没者の母も参加し､
未亡人部は婦人部と改称され､浜岡が婦人部長に選任されている｡
戦死者の父親である男性遺族や地方世話部､自治体の関係部署などが､最初から遺族会
設立を主導しているケースは多い｡兵庫県では県社会課主事が遺族の相互扶助と結束を提
唱し､復員業務を担当していた地方世話部に援助を求めた｡しかし､旧連隊区司令部を前
身とする世話部(その後県の管轄下に置かれる)は､旧軍人の動きを警戒する占領政策の下
では表立った指導や援助ができなかったため､世話部長の ｢内意｣を受けた世話都職員が､
｢遺族の自立更生を助けるため､組織づくりに着手した｣といわれる｡一方､1946年には
県下各地でささやかな慰霊祭もおこなわれ､これに参列した遺族のなかから相互扶助活動
を始めようとする動きが出てきていた｡同年12月世話部の斡旋により､民間団体である兵
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庫県同胞援護会の名をもって､県下各市郡の遺族代表を県会議事堂に招致し､その場で県
遺族会の結成を決議した｡男性遺族代表のなかから会長ほかの役員が選任され､｢遺族会
という名称が､軍国主義を忌避する占領軍政当局を刺激しはしないかという配慮から｣兵
庫県遺族厚生会として発足し､事務所は県世話部に置かれた｡47年から下部組織の結成が
進められたが､｢遺族に対する冷たい風当たりから｣趣旨は理解されず､自治体も ｢軍政
当局に遠慮して積極的な協力態勢をとろうとはせず｣､組織化は困難に逢着したという｡
この状況を打開し ｢魅力ある団体とするため｣､職業 ･身の上相談や生活必需物資の購入
配給などの福利厚生事業を推進しながら組織化を進めていった｡また､47年8月には ｢当
時最も重要な問題であった戦争未亡人問題に対処するため｣婦人部を設置している｡なお､
(30)
同年11月には､日本遺族厚生連盟に参加することを決定してい る 0
神奈川県では､沖縄戦で長男が戦死した高座郡寒川町の佐藤信が､｢自ら遺族として終
戦後の戦没者遺族の惨状を見るに忍びず｣として､1946年同志とはかって寒川町遺族会を
創設し､さらに各市町村に遺族会の結成を懲潰して県遺族会を結成するため､7月神奈川
地方世話部に中川文書課長を訪ね協力を求めた｡中川は内山知事に報告､知事の了解の下
に佐藤の計画に協力し遺族会結成の準備を進めた｡11月､佐藤は有志代表として県下遺族
有志に遺族会結成を呼びかける文書を送っているが､そこには次のように書かれている｡
｢社会の之(戦没者遺族一北河注記)に対する慰安救援の施設は誠に貧弱であって他の引揚
同胞､戦災者等に比し低調たるを免れず､又一般社会の遺族に対する認識も嘗ての感謝と
同情が次第に薄らぎつゝある状態に在りますことは､社会道義の上からも誠に遺憾の至り
であります｣｡ 12月には創立準備委員会が組織され､47年2月から県下各地に遺族会が結成
されていった｡2月7日､知事が第八軍に交渉した結果､｢戦没者遺族のみにて結成するこ
とには難色あり｣との報告があり､その後知事より ｢第八軍の意向等も考慮する様｣との
注意があった｡こうした経緯をふまえて､3月24日創立総会が開かれ､会の名称は神奈川
県厚生連合会と決定､会長には佐藤信が就任した｡会則第二条は ｢本会は神奈川県内の遺
族､戦災者､海外引揚者の団体其他社会事業団体を正会員｣とする､第三条は ｢本会は団
体共通の目的である相互扶助､道義昂揚､平和国家建設に資することを以て目的とする｣
とされた｡なお､佐藤会長はじめ神奈川県のメンバーは日本遺族厚生連盟設立に際して積
極的に動いており､佐藤は同連盟の常任理事に就任している｡また､日本遺族厚生連盟の
(31)
本部事務所は､当初､神奈川県庁内神奈川県厚生連合会事務所内に置かれ た ｡
山口県では､戦時中に予備役軍人であった吉富幸助を中心に山口県軍人援護会が組織さ
れており､戦後吉富が援護会の活動を通じて知りあった市町村長や市町村の兵事係などに
呼びかけ､遺族会創立準備会を組織した｡軍政部との交渉において､吉富は､自分は軍工
廠に動員学徒として出動した次男が空襲で戦死した遺族であると説明し､軍政部側は遺族
のみの組織ならば認めるが､軍国主義的な人物や元職業軍人が指導者になることはできな
いとの条件で遺族会設立を認めた｡その後直ちに地区遺族会の結成を促進し､1946年8月1
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0日､市町村長および結成された80余の地区遺族会会長などが参集､山口県遺族連盟が発
(32)
足し､吉富は連盟理事長に就任してい る ｡
福岡県遺族連合会は1946年8月に設立されているが､ここでは県知事が遺族会結成を呼
びかけ､福岡地方世話部が知事の了解のもとにその準備を進めており､設立準備委員会は､
遺族代表､民間篤志家､官公側の三者からなっている｡このうち官公側は､知事､地方世
話部長､内務部長､民生部長､社会課長､社会教育課長､市議会議長､連合町内会理事長､
護国神社宮司などである｡ここでも地方世話部が重要な役割を担っているが､福岡地方世
話部が46年7月1日付でまとめた ｢福岡県及ビ福岡市遺族状況ノ外貌｣には､｢誉レノ遺族
トシテノ玲侍高ク困窮スルモ克ク耐認ス如何二貧シクテモ仏壇ヲ廃スルモノナシ/従ツテ
貧困ソノ極二達スルモ闇的購業二陥ラズ/註(第三者ガ積極的二愛護ノ手ヲ進メザレバ遺
族ハ破断ス)｣｢戦争ノ犠牲ヲ最モ深刻二身二沌ミテ体験セルハ遺族ヲ措イテ他ニナシ/特
二注意ヲ要スルハ敗戦後一部二於テ精神的ニ ｢ジレンマ｣ニ陥り厭世自棄的動向ノ嫌ヒ認
メラルル点ナリ｣と指摘されており､地方世話部が遺族の動向にとくに注意を払っていた
(33)
様子が窺われ る ｡
市町村では､埼玉県所沢町の場合､1947年､元兵事係だった山田永之助が戦没者遺族の
(34)
援護に奔走し､地域ごとに遺族の組織化を推進してい る ｡東金子村(現入間市)でも､遺
(35)
族と遺族の事情を知る元兵事係が中心になって遺族会を組織してい る ｡浦和市では､戦
後市内の一部で小規模な追善供養 ･慰霊祭がおこなわれ､それを機に遺族会をつくろうと
いう機運が生まれ､元警察署長､市議会議員､婦人団体関係者が発起人となり､46年3月
(36)
浦和遺族互助会が結成されてい る ｡山形県でも､46年頃には県下各地で慰霊行事が盛ん
(37)
におこなわれ､それを機に遺族会の組織化が促されたといわれ る ｡これらの例にみられ
るように､末端では慰霊や遺骨出迎えが遺族会設立のきっかけになっている場合が少なく
ない｡とくに46年11月の内務 ･文部次官通牒 ｢公葬等について｣によって､地方官衝 ･公
共団体が公葬などの宗教的儀式 ･行事にかかわることが禁止され､戦没者については宗教
的儀式を伴わない慰霊祭等も禁止された｡また､この通達以前から同様の指導がおこなわ
(38)
れていたところもあっ た ｡ これによって､役場などの機関が遺骨出迎えや公葬をおこな
うことはできなくなったが､遺族が集まって実施することはできたので､そのために各地
(39)
町村で遺族会が組織されたといわれ る ｡忠霊塔 ･忠魂碑などの撤去 ･移転も指令された
が､福井県酒生村では､｢忠魂碑の撤去とともに遺族の結束が強まり､遺族会の結成準備
が進められ｣遺族会が結成されている｡この福井県互助会酒生村支部の規約には､｢本支
部ハ戦後ノ逼迫セル社会情勢ノ下ニー家ノ支柱ヲ国家二捧ゲ､而モ凡ユル恩典ヲ失ヒタル
遺族ガ一致団結シテ戦没者ノ慰霊及ビ遺族ノ精神善導､相互扶助ヲ図ルヲ目的 上ナス｣ と
(40)
あ る ｡また､福井県上文殊村では､1941年8月に上文殊村戦病死者遺族親和会が結成さ
れ､盛大な慰霊祭がおこなわれたが､その後戦争の激化とともに遺族の家を会場にして各
(41)
区輪番で慰霊行事を続けてきており､1950年3月に上文殊村遺族互助会を結成してい る ｡
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(42)
このように､戦時中にできた遺族会が戦後の組織につながっているケースも少なくな い ｡
末端の遺族の言動をみると､敗戦後､遺族は公務扶助料を打ち切られた上に､戦死者は
｢犬死｣｢戦犯｣扱いされ､世間から白眼視されたという思いが強い｡加えて､公的な慰
霊祭は禁止され自分たちでほそぼそと慰霊をおこなわざるを得ず､忠魂碑などを撤去させ
られるなかで､｢受難｣者との意識を共有する遺族同士が結束し遺族会結成に向かったと
みることができる｡
Ⅳ 未亡人の実態と未亡人団体の組織化
敗戦後､各地に遺族会が結成され､都道府県単位の遺族会は1946､47年に組織化が進ん
だのに対し､未亡人会の組織化はこれより遅れ､県単位の未亡人会が組織されるのは1949､
50年､全国未亡人団体協議会の結成は50年11月である｡その未亡人会の組織化を主導した
のは､戦争未亡人であった｡未亡人と戦争未亡人の関係については､1947年5月現在の推
(43)
計 によると､全国の未亡人188万､うち戦没者未亡人37万､戦災者未亡人11万､引揚者
未亡人8万､計56万(30%)で､この三者を合わせて戦争未亡人と呼ぶことが多い｡なお､
未亡人 ･母子家庭に関する各種の調査をみると､戦争未亡人の比率にはかなりの開きがあ
るが､それは未亡人 ･戦争未亡人の定義および年齢の取り方(それらが明示されていない
ものもある)に起因する場合が多いようである｡
(44)
長野県民生部の1949年5月未調 査 では､調査対象を50歳以下に限定しており､その未
亡人総数22250､うち戦没未亡人7971(35.8%)､戦災未亡人843(3.7%)､引揚未亡人753(3.
3%)､一般未亡人12683(57.2%)となっている｡大阪社会事業学校による､1948年12月大
阪市住吉区内の二つの小学校地域(戦災の影響をほとんど受けていない)の337未亡人世帯
(45)
調 査 の場合､未亡人は ｢戦争戦災または疾病その他の事故で夫を失った婦人であって､
現在もなお実質的にも形式的にも婚姻関係に入っていない四五歳以下のもの｣と規定され
ており､戦争未亡人の割合は39.4%だが､年齢別の戦争未亡人の割合は､25-二29歳53.6
%､30-34歳64.2%､35-39歳48.5%と高く､40-45歳になると逆に普通未亡人が79.3%
(46)
と圧倒的に高い｡富山県の1949年7月の未亡人調 査 は､年齢を限定しておらず､未亡人
総数53960のうち､20歳未満88､21-30歳2014､31-40歳7458､41-50歳8135､51-60歳1
0611､61歳以上25654､と高年齢ほど人数が多いが､年齢別の戦争未亡人とその割合は､2
1-30歳で803(39.8%)､31-40歳で3266(43.7%)､41-50歳では645(7.9%)と急減する｡
また､生活保護法の適用を受けている要援護者は､31-40歳の未亡人の25.8%､21-30歳
の未亡人の19.3%ときわだって高く､しかも要援護者のほとんどは母子世帯であると言わ
れる｡つまり､未成年の子供や親を抱えた21-40歳の未亡人が､最も苦しい生活状態にあ
ることをものがたっている｡以上､要するに､戦争未亡人をはじめとする40歳ぐらいまで
の未亡人の母子世帯が､未亡人問題の中心的位置を占めていたと言えるであろう｡
栃木県の例をとると､未亡人 (18-50歳)13000人のうち､5500人(40%)が夫の戦死 ･
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戦病死 ･戦災死による戦争未亡人､12000人(87%)が有子未亡人で､平均2人の子持ち､57
00人(48%)が要保護または生活困難者｡県下生活保護法適用者2万4000人中､9千数百人は
(47)
常に未亡人だと言われ る ｡生活保護を受けている未亡人の生活は､｢生活保護法は大体
一月のうち九日か一〇日くらいの生活が保障されるだけで､三分の二以上は何とか自分で
稼いでゆかなければならない｡(中略)とても内職で一月の生活の半分以上を､しかも子連
(48)
れで儲けるということは難し い ｣という状態であった｡
(49)
職業については､埼玉県の1950年9月の母子世帯調 査 によると､12165世帯のうち､農
業24.6%､内職17.6%､無職13.5%､日雇10.0%､職工8.0%､商業7.7%などとなってい
る.農村部では内職は難しく､都市部では内職が多いのが一般的傾向である.また､無職
(50)
については､五二年の全国母子世帯調 査 によると､母親が ｢病弱のため働けない｣が45.
7% と最も多く､次いで ｢適当の職業がない｣が31.5%､｢子供が手足まといで働けない｣
14.4%などとなっている｡なお､この種の調査では､職業の具体的内容や何で生計の資を
得ているのかは見出しにくいが､未亡人は職業的訓練をうけていない場合が多く､かつぎ
屋､露天商､接客婦､雑役婦､炊事婦､家事使用人､古物等行商､チンドン屋､保険会社
外交員などが､典型的職種として挙げられるであろう｡
未亡人 ･母子世帯に関する各種の調査では､家族構成､母子の年齢､職業､家計のほか､
住居､相続､再婚などが調査対象となっており､生活実態を明らかにするためには､それ
(51)
らすべての検討が必要である が ､ここでは､調査以外でも必ずと言っていいほど取り上
げられる未亡人の再婚問題について言及しておきたい｡
敗戦後､戦争未亡人は ｢皇国の妻｣｢英霊の妻｣という束縛からただちに解放されたわ
けではなく､さまざまな制約 ･障害から再婚は困難ではあったが､未亡人の再婚を当然の
こととして奨励する考え方も徐々に広まっていった｡未亡人の側については､どの調査も
対象を戦争未亡人に限定していないが､東京都での1947年､48年の調査では､20代､30代
(52)
の再婚の意思 ･希望のある未亡人は､20%台～40%台に及んでい る ｡また､大阪市の49
年の調査では､25-29歳34%､30-34歳21%となっている｡ただし､再婚希望者が望んで
いる条件は､｢条件なし｣が47.1% と最も多く､｢子女の養育に理解｣(37.1%)ほかの条件
(53)
付きを引き離しており､再婚希望者の一部には相当深刻な事態が想定され る .しかも､
再婚希望者の割合に比して実際に再婚した未亡人はきわめて少ないと言われる｡再婚の割
合は､いくつかの調査では､｢逆縁｣と称される亡夫の弟との再婚を含めて農村部におい
て高い傾向がみられるが､その場合､｢親の命令｣によることが多く､未亡人の意思にも
(54)
とづくことは少な い ｡
未亡人のなかには姑と嫁があり､経済的格差もあって一概には言えないとしても､統計
的に見ても最底辺の生活を余儀なくされていた多くの未亡人にとって､子供を抱えて生き
ていくことが先決であって､再婚は第一義的な問題ではあり得なかったようである.1948
年暮から49年2月にかけて長野県で実施された ｢生活保護法による被保護者保護状況一斉
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調査｣によると､未亡人が ｢特に希望する措置｣は､内職の斡旋21.1%､扶助料の引上20.
(55)
5%､職業の斡旋10.4%､住居の斡旋5.6%に対して､結婚の斡旋は0.1%に過ぎな い ｡
また､未亡人に対する理解を欠いた結婚の奨励や斡旋に対しては､未亡人たちはかえって
反発を感 じていたと思われる｡たとえば､下伊那郡松尾村では47年9月､民生委員を中心
にして未亡人会を発足させ ｢音楽の夕｣を催すことになったが､厚生課長は､｢未亡人た
ちは同じ身の上を語り合ふということだけでも慰められるのであって､何よりも慰安を求
めている､(中略)婦人会の幹部あたりから 『生活をみてやろう』とか 『再婚したらどう
(56)
か』などといわれるのを極度にきらっている様だ｣と指摘してい る 0｢未亡人たちは､
再婚の話を持って来る仲人がニクラシかったと､そのころをふ りかえってい うのでし
(57)
た ｣という聞き書きも同様の事情を示しており､再婚問題をめぐる世間の未亡人観 と未
亡人たちの意識のあいだには､ギャップがあったのである｡
未亡人会は､以上のような環境 ･生活状態にあった未亡人たちが､連絡をとって励まし
あい､生活の必要から相談 ･協力する過程で生まれた｡高知県の未亡人団体青蘭会の起源
は､1947年2月､山間の高岡郡別府村川渡部落に組織された未亡人のみによる相互扶助組
織である｡長崎の原爆で夫を失った-未亡人が､3人の遺児を連れて実家の川渡部落に帰
郷､教員として村の学校に勤務するかたわら未亡人会を組織し､24人の未亡人の相談相手
となって会合を開き､職のない引揚未亡人のために村の製糸工場に就職を斡旋したり､若
い未亡人には再婚の途をひらくなどの活動をおこなった｡これに示唆をうけた高知県同胞
援護会が未亡人運動を提唱､各地に青蘭会が組織され､49年3月には高知県青蘭会連盟が
成立している｡なお､24人の未亡人の年齢は20-45歳で､子供の数は平均3.25人､戦没 ･
戦災 ･引揚未亡人が14､配偶者の病死四､不明その他六となっており､戦争未亡人が過半
(58)
を占めてい る ｡
長野県では､1947年には下伊那郡のいくつかの町村に未亡人会が組織されているが､南
佐久郡では48年に白田町で未亡人会が組織され､同年8月佐久病院に80余名の未亡人が集
まって､南佐久未亡人会を結成している｡戦争未亡人の生活問題を中心に組織 ･運動方針
について協議した結果､一般未亡人を含めた郡下の全未亡人500余名を組織する方針を決
定している｡また､未亡人に対する援護措置の要求を決議し､各政党を通じて議会-提案
することを申し合わせるほか､当面の窮状打開策として､会内に輸血協会と派出婦会をつ
(59)
くり､ただちに活動を開始することとし た ｡輸血については､佐久病院の若月俊一が
｢病院で血がなくて困る｡輸血をして血を売ってはどうか｣とア ドバイスしたのがきっか
(60)
けだったという｡当時授産所での未亡人の日給は50円､血液は100グラム500円であっ た ｡
その後未亡人会では､白田町に授産所 ｢希望の家｣を設け自活の道を開いたが､経済状態
の悪化で生活は苦しくなる一方だったので､この上は政治力に頼るはかないと議会-の陳
情を計画し､資金カンパを募って49年4月未亡人会の代表4人が上京した｡代表は県選出代
議士井出一太郎の案内で各政党､GHQなどに未亡人の窮状を訴え､最低生活の保障と遺
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児育英資金の支給を陳情した｡また､衆議院厚生委員会が四人の代表を喚問し未亡人の生(61)
活状況を聴取し た ｡こうした動きが､前記の衆参両院の決議をもたらす一因となったい
えるだろう｡
未亡人会は､切実な生活上の必要とともに､未亡人ならではの共通の悲しさ･共感から
生まれた｡ある聞き書きには､｢人には分かってもらえない悲しさを､互いに慰め合うた
めにこの人たちは､時々こうして風呂屋の昼の二階座敷や､ときにはお寺などを会場にし
て集まるのです｡始めの頃は話し合うというよりは､泣き合ってばかりいたということで
(62)
す｣と記されてい る ｡ 長野県篠ノ井町未亡人会は､1949年6月遺族会の援護の下に39名
で発会したが､その後､同じ身の上の人が集まって話し合いたいという希望から､秋には
一般未亡人も含め120名で再組織されている｡｢それからは今まで話し合った事のない人ま
で､こまかな身の上相談や､生活のこと育英の事､税金の苦しさ内職や就職の希望､住宅
や再婚の事まで数限りない相談まで心の底を打ちわって話し合い､お互いに結ばれ､なぐ
(63)
さめ合ってまいりました｣と言われてい る ｡
上記の未亡人会は､未亡人たちの手で自主的に組織されているが､上部からの指示 ･指
導で組織されたケースも少なくない｡長野県東筑摩郡波田村では､1949年村長から未亡人
会のできていない村は､婦人民生委員が代理で出席せよとの命令をうけており､村長 ･厚
生主任の主導で未亡人会が組織されている｡また､東春近村(現伊那市)未亡人会は49年8
月に設立されているが､記録簿には､発会式当日 ｢出席未亡人約二十余名､村内婦人民生
委員主催となり､村婦人会､支会正副会長の御支援を得て､村長 ･遺族会長様方の御賛同
のもとに厚生課が主体となり結成されました｡先ず浜村村長開会を宣し､続いて発会式に
ついての祝辞あり､次いで田中遺族会長の今日の運びに至りしまでの後労苦を謝し､引続
(64)
いて未亡人会の規約を朗読されました｡｣と記されてい る ｡広島県の場合は､県から市
町村役場に未亡人会を結成せよとの通達があり､下部組織を県がまとめ49年7月広島県連
(65)
合未亡人会が設立されてい る ｡こうした画一的組織化はおそらく未亡人団体調査にも反
映している｡49年1月の厚生省調査によると､未亡人団体は2065だが､山梨350､岐阜252､
(66)
広島184など100団体以上が8県で7割を占め､著しく特定の県に偏ってい る ｡また､母子
福祉対策国会議員連盟による49年10月の調査では､対象とされた25県の未亡人団体数は11
96､会員数91万とされるが､団体長の大半を占める957名が男子であり､団体代表者の職
業は､官公吏387､教育者155などとなっている｡そして､この調査結果については､｢こ
れらの団体のうち若干の活動を示しているものは､わずかに31団体であって,爾余の団体
は殆ど活動のみるべきものがない状況にある｡而して大部分の団体は､その組織及び活動
に自発性をかくと共に民主的に非ずと見るべきもの､或はともすれば､社会事業の美名の
下に悪用されるに非ずやと見られる向きもあって薄幸な母子福祉事業の進捗不振の禍根と
(67)
なって居ることは遺憾である｣と指摘されてい る ｡
雑誌編集者 ･評論家として戦争未亡人問題に取り組んできた青地農は､｢今の未亡人団
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体が老人の名流婦人を幹部とし､上から作られた官僚的な色彩が強い関係上､いちじるし
く保守的な傾向をもち､団体の運営もボスに牛耳られたり､選挙の時の地盤に利用された
り､古い家族制度を護持する方向にひきずられたりする傾向がみられる｣と指摘してお
(68)
り ､牧野修二も ｢婦人殊に授け手を求める未亡人団体ほど利用しやすいグループはある
(69)
まい｣と､未亡人団体の政治的利用傾向に警告を発してい る ｡ただ､当時の未亡人の置
かれた状況からすると､多くの場合は未亡人自身による組織的活動は困難であり､成立期
の未亡人団体が周囲からの援助や働きかけによって組織されるのは､やむを得ない面もあ
(70)
ったと思われ る ｡
Ⅴ 遺族会と戦争未亡人
日本遺族厚生連盟の1948年7月総会では､前記のように､婦人代表から未亡人連盟結成
の要望が出され､これをめぐって激論が交わされ､結局婦人部を置くことになったとされ
ている｡これは､未亡人問題の深刻さが指摘され､各地で未亡人運動が起こってくるなか
で､男性主導で慰霊を重視する遺族団体がこれに応えることができないという状況を反映
しており､しかも戦争未亡人を多く抱える遺族団体の連盟組織として､これに対応せざる
を得ないという事情を示していると言えるだろう｡長野県遺族会は46年10月に結成されて
いるが､その後も男性遺族たちの主導権争いで混乱をきわめ､47-49年の活動は一貫して
(71)
低調なのだ が ､ちょうどこの時期に未亡人運動が活発化しているのである｡また､長崎
の事情を指していると思われるが､次のような批判がみられる｡｢未亡人会が各地に生ま
れているよし｡いわゆる遺族会なるものがあり､その大部分が未亡人であるのにまた未亡
人会が生まれるというのは遺族会が未亡人のために何の働きもしなかったことを示すもの
(72)
である｡なぜなら未亡人の大部分は戦争未亡人だからであ る ｣｡
福岡県遺族連合会の機関紙 『福岡県遺族会だより』第4号(1948年11月)[p]に掲載さ
れた甲斐紅平の ｢遺族会を批判する｣と題した文章は､｢遺族会の本質的なものは､会員
の相互扶助､または協力一致と言った古風的な標語や恩讐を越えて英霊の心を心として遺
児を育てようといった通俗的な言葉などをならべたものではなくして真に果して遺族のた
めに生活的にも社会的にも保証し､指導し､措置し得るものであったかどうかという､そ
れでなければなるまいかと思う｡(中略)『英霊に祈る』ということは気休めや諦めではな
い｡生活が保証せられざれば真に祈れぬのが真実である｣と指摘している｡また､機関紙
の編集委員である上村清子も､次のように遺族会を批判している｡｢最も活発に人権の平
等を要求し最も真剣に生活権の保証と享有を獲得しなくてはならなかったのにもかかわら
ず何故にかただ慰霊祭を主たる仕事とし､序に月並の事業規定を附け加えていたに過ぎぬ
遺族会であったことを否めない｡(中略)多くは敗戦前に見ていたような甘えた考え方一遺
族会は当然優先的に責任を以て面倒の一切を見るべきであるといった一に依存し､或は只
単なる優越感だけを主体としていたように思われるのである｡であったが為に､遺族会の
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仕事のほとんど全部を占めてきた未亡人問題は､口でこそ兎や角云われていても実際はあ
まり熱心に解決も､成果も見ることが無かった｣と｡これは内部批判の文章であり､上村
は遺族会婦人部としての積極的取り組みを主張しているのであるが｡
日本遺族厚生連盟が婦人部設置を決定したのは､未亡人問題に対処せざるを得ないとい
う事情とともに､対外的な関係もあったと考えられる｡とくに､男性遺族とりわけ旧軍人
と慰霊祭などの行事に対して厳しいGHQとの交渉においては､厚生連盟も各県遺族会も
未亡人 ･遺児問題を前面に押し出し､しかも戦争未亡人を交渉の代表にすえて請願してい
るケースが目立つのである｡
遺族会の未亡人問題-の対応は､地域によって様相を異にするものの､男性中心の遺族
会が戦争未亡人の窮状を救うために積極的に動くことはまずなく､むしろ未亡人に対して
は冷淡であり､抑圧的な場合さえ少なくない｡前記の福井や富山のように当初から戦争未
亡人の動きが活発な場合には､比較的早い時期に婦人部が設置されているが､さらに地域
によっては､婦人部に属する戦争未亡人の手で､遺族会とは別に未亡人会が組織されるケ
ースもみられるのである｡
佐賀県遺族厚生連盟は1948年に遺族婦人部を設けているが､遺族婦人部とその ｢使命｣
について､次のように指摘されている｡｢此処に誤解のないようにして置きたいのは遺族
婦人部は遺族会の将外に脱け出るものではなく､遺族会と並立するものでもなく､又遺族
会を割るものでもない｡(中略)遺族婦人は感情にのみ走せて苦しいのは自分達ばかりであ
ると考え､自己満足の追及にのみ焦るというが如きは慎まねばならない.(中略)一言にし
て言うならば主として精神的更生を目指すものであるといえよう｡その大きな点とは相互
に扶け合い励まし合って各自が､/1､英霊の名誉と遺児の将来とを案じて自粛自重する
こと 2､勤労と耐乏の苦しさと取り組んで女の強さを発揮すること 3､感謝と修養に
力め道理を重んじて自らの向上をを図ること/これが遺族婦人の使命であると考えられ
(73)
る ｣｡これは無署名の文章であるが､連盟としての考え方を示すものと考えられる｡県
連盟理事長は､未亡人会結成の動きを警戒しており､｢今になって遺族婦人を救うてやる
(74)
などとは､私共から言えば余計なおセッカイであり又迷惑｣だと述べてい る ｡
三重県遺族会の理事であった林むねは､1947年2月読売ホールで開かれた ｢全国遺族婦
人部の声を聞く会｣に三重県を代表して出席､その後の事情を次のように回想している｡
｢老父母と幼児をかかえて生計の糧をつくらねばならぬ未亡人を､同時点で救うには国家
補償 (遺族扶助料の支給)と精神的慰籍を問題とする遺族婦人部のほかにもうー っ､母子
家庭の共通する問題を解決するための組織未亡人会が要ると痛切に感じました｡(中略)棉
県したその日､死因のいかんを問わず､母子家庭は一つに手をつなぎましょう､みんな未
亡人会に入りましょう､と呼びかけました｡/三重県遺族会の設立理事であり､遺族婦人
部長である私が一般母子家庭を含めた未亡人会を呼びかけたことは､多数の人をずいぶん
驚かせました｡時の遺族会会長は怒りのあまりぶったり足げにしたり､時には泣いていさ
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(75)
めてくれたもので す ｡｣こうした状況のなかで､林は遺族会に所属しながら49年5月には
三重県未亡人会を発足させている｡未亡人会設立当時､会員中の7割以上が戦争未亡人だ
ったというが､｢戦死の夫に対する国家補償や精神的慰謝の問題は県遺族会の傘下で遺族
婦人部として求め､未亡人会では夫のないことに起因している諸問題の解決を図｣ったと
(76)
言われ る ｡
福岡県では県下未亡人による運動が活発で､県に対して遺児教育や母子寮 ･授産所の設
置などの要求を提出しており､知事もこれに対応するする姿勢をみせている｡また､地域
(77)
婦人会も未亡人問題対策に動いてい る ｡こうしたなかで､県議会は1949年度予算で未亡
(78)
人援護対策費として､1200万円を計上してい る ｡ 福岡県遺族連合会婦人部は48年9月に
発足しているが､連合会会長の実員貫-は ｢婦人部結成に際して｣と題した文章のなかで､
｢今後遺族会の事業の実践運動に当たりましても主役は婦人部に移り､男子は脇役的使命
(79)
を担当するようになるのではないかと存じます｣と述べてい る ｡『福岡県遺族会だよ
り』には､前記のように内外からの遺族会に対する厳しい批判の文章が掲載されており､
(80)
また､県遺族連合会婦人部は ｢未亡人会の活動の陰にかく れ ｣てしまったといわれてい
るところからみて､県遺族連合会の姿勢は､一面では未亡人運動や遺族会批判に対応せざ
るを得なかった､という事情を反映していると思われる｡
滋賀県では､1948年10月と推定されるが､滋賀県遺族互助会のなかに婦人部が設立され
ており､会報 『遺族の友』第12号(1948年10月)[p]には､その ｢趣旨｣として ｢特に婦
人には婦人でなくては解らぬ悲しさ淋しさや不安や､悩みがあります｣と述べられている｡
さらに､会報第20号(1949年9月)[p]には ｢未亡人会結成趣意書｣が掲載されており､
そこには ｢今戦争の痛苦を誰よりも一番身にしみて味ひ､死の一歩手前にまで追ひつめら
れてゐる私共戦争未亡人が主体となり､一般未亡人にも呼びかけて､未亡人会結成に乗り
出した｡従来この種団体が､同情団体式のものであったのを､-新生活団体としてスター
トするもので母子寮､授産場の設置など､未亡人の福祉増強､生活確保の線に沿って計画
を進め｣ると述べられている｡なお､同号には日本遺族厚生連盟本部よりの通牒が掲載さ
れており､｢未亡人会を結成しても遺族会の婦人部はあくまで存続これを益々強化するこ
とは従来と何ら変わりなく､一層力強くその使命に遇進すべし｣とある｡
このように､滋賀県の場合には､遺族会婦人部が中心となって未亡人会が組織されてい
るのであるが､ここでも､遺族会婦人部に属する戦争未亡人が､未亡人会を組織すること
は容易ではなかった｡遺族会発足当初から遺族の組織化に携わり婦人部長を務めた守田厚
子は､その過程で ｢未亡人の方たちの窮状を見るにつけ､遺族会の活動だけでは､食べる
ものもなく今日を生きることにも苦労している未亡人たちを救うことはできない｡すぐに
も必要なのは､未亡人救済のための団体だと考えるようになっ｣たが､遺族会では ｢嫁は
他人､そんなものは必要ない｣という意見が大半だったという｡そこで守田は､まず地元
大津の戦争未亡人に呼びかけて､1948年8月大津市未亡人会を結成し､その後他市町村を
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まわって組織化を進め､わずか1年余り後の49年10月､滋賀県未亡人連絡協議会を結成(5
(81)
0年1月滋賀県未亡人連合会と改称)してい る ｡なお､滋賀県遺族会(互助会を改称)婦人
部長の守田は､県未亡人連合会会長に就任し､全国未亡人団体協議会副会長にも就任して
いる｡
以上のように､県段階の遺族会と戦争未亡人 ･未亡人会の関係は多様であり､戦争未亡
人に即していえば､遺族会か未亡人会のいずれか一方に所属する場合と､両方に所属する
場合があり､両組織の関係が友好的である場合と､そうでない場合とがあったようである｡
なお､同胞援護会は､1949年5月常務理事名で支部長宛に ｢未亡人団体組織に関する件｣
という通牒を発しているが､そのなかで ｢未亡人の全国的組織の実現に積極的支援活動を
開始すべきである｣と指摘し､遺族会との関係については､｢未亡人のみに限らぬ､所謂
遺族会は､既に貴県内に組織されていると思うが､その存在意義もあること故､其遺族会
については別問題とする｡然し､遺族会に籍を置く活動的な未亡人達に呼びかけ､貴県未
亡人団体の有力メンバーにすることが必要である｡未亡人個人が､遺族会にも､未亡人団
体にも加盟していることは差支ない｣との指示を出しており､未亡人会の組織化に際して
同胞援護会の方針も大きく影響したと思われる｡戦争犠牲者遺族同盟を支援してきた同胞
援護会と､日本遺族厚生連盟の立場は異なっていたと言えるだろう｡
Ⅵ 戦争未亡人の戦後意識
敗戦後､比較的早い時期から地方紙などに､未亡人 ･戦争未亡人 ･母子家庭に関する記
事が載ることはあったが､ジャーナリズムが未亡人問題に眼を向け未亡人の生活や訴えを
取り上げるのは､おおむね1948年からであり､『婦人公論』､『主婦之友』､『婦人』などの
婦人雑誌が目立つ印象である｡次いで各種の実態調査がおこなわれ､その報告書が出され
るのは､49､50年からである｡もっとも､それ以前から ｢未亡人｣はカストリ雑誌の小説
のネタにされていたし､未亡人の再婚をテーマとした林芙美子の ｢うず潮｣が毎日新聞に
連載されたのは､47年8月～11月のことである｡
ここでは､とくに婦人雑誌の記事 ･手記を手がかりとして､戦争未亡人の戦後意識をみ
ていくことにしたい｡たとえば､『婦人公論』に掲載された次の三つの手記は､戦争未亡
人の戦後意識の一面をよく表していると思われる｡
(1)杉野久子 ｢忘れられた女性一 戦争未亡人の手記-｣(1948年4月)
夫は戦争末期に戦死｡二人の幼児のうち次男を婚家に残し､長男を連れて実家の故郷に
もどるが､まわりの人々の ｢後家｣を見る目にいたたまれず､次男を連れもどし三人で東
京にもどる｡｢私は東京の生活にかえって､敗戦日本の本当の姿をはじめて見せられたよ
うな気がした.一方には貧しく頼る人なき未亡人がいる.(中略)他方にはヤミ利得で肥え
るだけ肥え､賓沢のかぎりをつくしている人たちがいる｣｡ ｢かつて戦争のさなかにあって
は､不幸はだれの上にも同じようにくるものと思っていた｡(中略)けれど今不幸は誰の上
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にも同じように来ていない｡元気な夫を迎え､疎開した着物をとりよせ､人並みの楽しみ
をして子供をこしらえている幸福な妻たち-(中略)その人たちのいることが私にはたまら
なくなることがある｣｡
(2)村松章子(三重県南牟婁郡)｢黙殺された女達｣(1950年1月)
｢戦時中私たちは､社会から 『善の家』とか 『栄誉の遺家族』とかいって､もてはやさ
れたO戦没者を出さない､一般の家庭より､一段高い地位にあるかの如く見られ､自分も
またそれを無上の光栄のような錯覚におちいっていたのだった｡労力が不足だといえば､
青年団や婦人会､時にはいたいけな小学生までが勤労奉仕の旗を立てて､手伝ってくれた｡
(中略)品物の乏しいとき配給は優先的だった｡それがどうだろう｡終戦のとたん事情が一
変して､社会は私達を弊履の如く捨て去ってしまった｡路傍の石のように､社会から完全
に黙殺されたのが現実の私たちの姿なのだ｣｡
(3)高山正子 ｢茨の道を踏み切って｣(1950年2月)
陸軍中佐(連隊長)の未亡人､二人の子供は特攻隊で戦死｡｢軍人の妻など口にでも出そ
うものなら､たちまち国を滅ぼした張本人としての圧迫を加えられるのでした｡私が何も
悪いことをしたでなし､尽忠報国の誠と三人の家族を捧げましたのに､それに世の人々は
軍人遺家族に対しまして俄烈な侮蔑の眼を向け､手内職までとりあげてしまいました｣｡
それぞれに事情は異なるとはいえ､｢忘れられ｣､｢黙殺され｣､｢圧迫｣された存在として､
未亡人としての自己の存在が意識されているのである｡
婦人公論編集部は､1949年10月～12月戦争未亡人の短歌と手記を募集､50年1月より
『婦人公論』に順次連載し､短歌 ･手記それぞれ4人ずつの選者の選評を付した｡右の(2)
(3)は､この時掲載された手記である｡選者の1人である宮本百合子は､選に際して ｢苦し
い婦人たちの生活と感情の最大公約数を､めやすにするしかないと感じた｣(1月号)とい
うが､｢結局､こういう原稿の募集のなかでは､最も惨めな条件の畳まりで､社会の底に
沈んでゆきつつある母や子の発言はきくことができない｡より深い痛ましい今日の問題は､
書かれないところで生きて解釈をもとめている｡そのことを痛切に感じる｣(2月号)とも
述べている｡きびしい指摘とも思われるが､｢社会の底に沈んでゆきつつある｣未亡人の
声が､『婦人公論』誌上にとどいているとは思われない｡たとえば､身を売るしかすべが
なかった人の声がそうであろう｡また､農村女性の場合､夫の弟と結婚させられたり､実
家に帰されたりして "片付け"られてしまうケースが少なくなかった｡｢未亡人｣として
婚家に留まる場合､男や隣人の脅威にさらされることもしばしばあった｡しかも､周囲の
抑圧の下で､苦境を､胸の内を訴えることさえできなかった｡この時から10年以上のちに
刊行された 『あの人は帰ってこなかった』(1964年)がインパクトをもったのは､長いあい
だ語られ書かれることの少なかった未亡人たちの声を聞きとり､代弁したものだったから
であろう｡
青地農は､ルポルタージュ ｢戦争未亡人一戦争犠牲者の実態-｣(『婦人公論』1951年1
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1月)のなかで､次のように述べている｡｢映画や通俗小説が好んで未亡人の恋愛や性の面
を取り上げたために､未亡人問題すなわちセックスの問題だというふうに世間に誤り伝え
られた点も少なくない｡(中略)一切の性の面を禁圧していた戦時中の行き方は誤っていたO
(中略)むしろそれは世の夫たちを 『後顧の憂いなく』戦場に駆り出すための手段として使
われたきらいがある.戦後上述のような未亡人観は､未亡人を一人の女性として解放した
ところに､それなりの意義はあったであろう｡しかし未亡人一般を単に 『生理的な女』と
してだけ取り上げたところに､行きすぎや人間性-の侮蔑ひそんでいたのである｡なぜな
ら､それは､未亡人が美しく装うことを､あたかも亡夫-の裏切りのように思った戦争中
の考え方の裏返しにすぎないからだ｡こうした戦後派未亡人観にたいして､世の未亡人た
ちは非常な憤激を感じている｡未亡人の調査をすすめる際､再婚や性の問題について率直
な答えをうることは､今日ほとんど至難のわざであるようだ｡このことを､到るところで
私は痛感しなければならなかった｣｡
上のような側面とは別に､青地は次のような点も指摘している｡｢私の調査票には時局
に対する感想をたずねた一項があるが､講和後の生活不安定や､軍事協定 ･再軍備による
将来の戦争の不安を案じたものが予想外に多い｡再び戦争によって未亡人がつくられるこ
と､自分たちの遺児が再び戦場に駆りたてられることに対しては､戦争未亡人は絶対に反
対している｣｡こうした "平和-の意志"は､江原通子の ｢夜明けを信じて｣(『婦人』19
48年8月)にも顕著にみられる｡江原は戦争未亡人としての3年余の経験から ｢本当に戦争
は悲しいものだ｣という｡｢しかしそれだからと云って私の心は､本当にこの戦争さえな
かったらとか､夫を戦地にやることさえしなかったら､とか云って割り切ってしまうこと
は出来ないし､世間の人がよく云う様に､夫達の死を犬死だなどと考えることも出来ない｡
私達の幸福を奪ったものは直接にはこの戦争であり､その戦争指導者として､少数の人々
が裁かれているわけだけれど､本当に私達の最大の敵は日本人-人々々の胸の中にすんで
いたのではなかろうか｡(中略)現在日本の社会に行われつゝある民主革命を無血革命と呼
ぶ前に､幾十万の若者が北氷洋から南半球にまでわたって流した血潮のことを思わずには
いられない｡そして更に全日本の女性が流した血の涙を｡また更に私達を敵として戦った
たくさんの国々に幾倍かする尊い血潮の犠牲のあることを｡---(私たちは)感情的に強く
戦争を憎まないではいられない｡そして私達の愛する子供達を再びあのような運命に投込
みたくないという思いをまっすぐに伸し(中略)全力をあげて戦争の絶滅につくすべきだと
思う｡世界各国は､同じ思いの戦争犠牲者でみたされている｣と記している｡
矢崎武子のルポルタージュ ｢未亡人は 『聖女』ではない一 未亡人の生活と意見- ｣
(『婦人公論』1953年5月)は､未亡人問題に関する多くの記事 ･手記のなかでは､やや異
色の文章である｡矢崎は2人の子供を抱えて戦後3年余り母子寮で生活し､未亡人団体にも
かかわった経験をもつが､未亡人団体や母子福祉施設のあり方と関係者の姿勢に対しても
辛口の批判を加えている｡たとえば､母子福祉関係の役人が母子寮にやって来た時､寮内
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の備品の修繕を要する際にも､寮では ｢みなさんから､おねだりして下さい｣という言い
方がされる｡矢崎は ｢これは､その上にも､母子世帯の未亡人に､おもらい根性を植えつ
けることになる｡寮長にはこんな問題を､さっさと事務的に片づける権限があると思う｣
と指摘する｡座談会については､｢『お陰さまで､未亡人は幸福に暮らさせていただいてお
ります』という感じのものから､一歩も前進していない･･･-｡国家の権力で夫を戦場にと
られ､今日の不幸を招いた未亡人に対して政府は､救済とか救護という言葉で､恩に着せ
すぎはしないか｡施設母子寮の代表者も､施設の未亡人を卑屈にするような態度をとって
もらいたくない｣と批判している｡再婚問題についても､｢『自信のない人は､早くシャッ
ポをぬいで､結婚なさい』/などという言葉は､いかにも新しいとか､理解あるとかのみ
せかけだけで､その裏の､底なるものは､切り下げ未亡人時代の封建制である｣｡ ｢私は未
亡人の､自由のために､特に社会的保護を受けなくても 『働けば食べられる社会』を作っ
て､その一員として未亡人を扱って貰いたいと希望する｡未亡人は､自分の自由な結婚を､
誰からも奨励されたくない｣と述べている｡また矢崎は､｢峻しき山路の､白百合は/雨
にも､風にも､耐えて咲く/気高く滑らな､花のごと/---｣という全国未亡人団体協議
会の会歌を､｢未亡人をカンプン､コ-キさせるような歌｣と邦旅し､｢未亡人は未亡人の
名を誇張した生き方をするより､万事人間らしくて､あたりまえの生活感情をもって､生
きようとした方が幸福なのは当然であろう｡未亡人よ､その名を忘れたまえ､鹿尊者よ､
その名を忘れたまえ｣と結んでいる｡
1953年の文章であるが､こういう種類の文章を書く人は少数派かもしれない｡もっとも､
たとえば､雑誌 『婦人』1948年8月号には､編集部が35人の未亡人に ｢一番切実に感じて
いること｣を書き込んでもらった結果の一部が紹介されているが､そこには次のような文
章が並んでいる｡｢貧困の未亡人に多少恩をかければ､男性の気まゝになると思う世情を
情なく思う｣. ｢未亡人として特別に扱うことを一番不満に思う｣. ｢ことさらに声をたかめ
て周囲が未亡人を意識させることはやりきれない｡ごく普通に協力して下さい｣｡｢何かに
つけて世間の人が特別な目で未亡人だからと看視するようなことが一番不満に思う｣. ｢社
会は未亡人の弱い生活に対し何らの対策はせずに､小説などには面白半分に未亡人を扱っ
ているのは不満です｣等々｡これらをみると､また前記の再婚問題をめぐる未亡人たちの
反応を考え合わせると､矢崎の文章は､むしろ未亡人たちの心の底にあるものを代弁して
いるといえるであろう｡
むすぴにかえて
遺族とりわけ戦争未亡人を中心とする戦争犠牲者遺族同盟の成立と活動が､全国的な遺
族運動の引き金となったが､未亡人の手による組織化の推進は困難であり､地域でも全国
レベルでも男性遺族主導の遺族団体が成立した｡しかし､遺族団体は未亡人たちの生活の
必要や要求に応えられる性格の組織ではなく､さらに未亡人運動が起こり､一般未亡人を
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合わせて未亡人会が組織されていった｡そして､こうした事態は遺族団体にも影響を及ぼ
し､婦人部の設立など一定の対応を余儀なくさせることになった｡以上が組織と運動につ
いての大筋であるが､なお不明な点が多く､さらなる検討が必要である｡ここでは､遺族
･戦争未亡人の戦後意識の側面について､簡単に整理しておきたい｡
敗戦と占領の下で､戦争未亡人にとって､戦後は一面では戦前の ｢英霊の妻｣からの解
放であるとともに､苦難のはじまりであった｡戦争犠牲者遺族同盟は､戦争未亡人たちの
生存と生活の切実な要求から生まれ､｢戦争犠牲者｣との自覚にもとづく運動を推進した｡
｢戦争犠牲者｣ということばには､家族と生活を破壊された現実とともに､夫や子供を奪
われた痛みと悲しみ､戦争に対する憎しみ､国家に対する呪誼の感情が込められていた｡
そして､そうした感情は､青地農のルポや江原通子の文章にみられるように､"平和-の
意志"あるいは "平和的生存権"の思想につながっている｡
一方､とりわけ男性遺族のなかには､牧野修二が指摘するような ｢遺族たる玲侍｣の意
識が根強く存在した｡山口県遺族連盟理事長の吉富幸助は､｢私共は一家の主柱を国に捧
げた遺族である｡『先きの戦争で一番大きな犠牲を払った者は青々である』という浄持は
(82)
常に吾々の胸奥にあって捨てることが出来ない｣と述べてい る ｡ここでいわれる ｢玲
侍｣は､戦前以来の ｢国家｣との関係における ｢給侍｣であるとともに､そこには､敗戦
後の遺族-の処遇に対する不満 ･異議申し立てと､戦死者を ｢犬死｣と切り捨てる世間の
風潮に対する抵抗感があったといえるだろう｡とくに遺族の処遇-の不満と ｢犬死｣論-
の違和感 ･抵抗感は､戦争未亡人のなかにも強くあった｡
給侍ということばは多義的で､しばしば国家や帰属集団､社会的地位や社会通念などと
結びつけて使われるが､一方､そういうものに囚われない､たとえば矢崎武子の姿勢のな
かに､もう一つの斡侍をみてとることができるであろう｡
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注(1)遺族については､田中伸尚･田中宏 ･波田永実 『遺族と戦後』(岩波新書､1995年)､
日本遺族会 『日本遺族会十五年史』(1962年)､同 『日本遺族通信』縮刷版(1976年)､
そのほか各地の遺族会史｡未亡人については､菊池敬一 ･大牟羅良編 『あの人は帰っ
てこなかった』(岩波新書､1964年)､山高しげり『母子福祉四十年』(邦文社､1977
年)､一番ケ瀬康子編 『日本婦人問題資料集成』第六巻(ドメス出版､1978年)､鈴木
章子編 『未亡人たちの戦後史』上 ･中･下(筑波書林､1983年)､鹿野政直 ｢戦争未亡
人｣(『女の戦後史』､朝日選書､1984年)､鯉捌鉱子 『母は強し 母子福祉の道ひと
すじに』(同書刊行委員会､1994年)､守田厚子 『生きてきた道 母子福祉ひとすじに
歩んだ女の人生』(ぎょうせい､1995年)､川口恵美子 ｢戦時から戦後-かけての ｢戦
争未亡人｣の生活と意識｣(『生活学論叢』､1996年)など｡
(2)『メリー ランド大学所蔵 (プランゲ文庫)展目録』(早稲田大学､1998年)参照｡
(3)牧野修二(1905-1964)は､1925年救護会静岡県支部に勤めるかたわら､アナーキズム
運動にかかわるが､数年で運動から離れ､30年代には牧野ら救護会員は母子寮建設に
尽力し､35年武蔵野母子寮を建設､その後寮の経営に当たった｡39年寮は軍人援護会
に買収されその直営となるが､46年3月同胞援護会成立にともない､寮は同東京支部の
経営となる｡寮長牧野は同胞援護会援護課長(のち業務部長)のほか､中央社会福祉協
議会児童部長､全国授産事業連盟理事長をつとめ､母子寮 ･未亡人 ･母子福祉 ･保育
問題の専門家として活躍した｡
(4)牧野修二 ｢戦争犠牲者運動の奪明期｣(厚生問題研究会 『厚生』1951年11月)､同 ｢ど
ん底の生命力｣(『日本遺族会十五年史』)0
(5)牧野 ｢戦争犠牲者運動の費明期｣｡
(6)『戦争犠牲者』第2号､1946年8月｡[p]
(7)牧野は ｢戦争犠牲者運動の賓明期｣のなかで､｢同盟の名称は､前掲の放送にヒント
を得て 『戦争犠牲者』と冠名した｡これは過激だから改称したらどうか､と勧告する
人が相当あった｡戦没軍人遺族が 『戦争犠牲者』と自覚するか戦没殉道者と思い込む
か､によって大きな差があることが解らないらしい｡犠牲に供せられたからこそ､生
活保障を要求するのも当然だし戦争憎悪も生まれるわけだが､欣んで殉死し､家族も
殉死報国に満足したものとすれば (軍国主義の幻想から醒めず)生活権要求などすべ
きでなく戦争反対の自覚も生れない筈である｡負け戦はコリゴリだが勝ち戦なら歓迎
ということになる理屈だ｣と指摘している｡また､別のところで牧野は､｢悪い戦争
だからと云ってその犠牲になって苦しんでいる傷病者や母子を助けずにおくことは人
道に反すると思う｡未亡人や傷演者だけが戦争犠牲者ではなく､日本人はすべて戦争
犠牲者だという人があるが､私は反対だ｡軍閥､官僚は敗けたからこそ苦しんでいる
のだが､未亡人達は仮令戦争が勝っても夫は還って来ないのだ｣と述べている(『社
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会事業』1949年4･5月合併号)｡
(8)『同胞援護会会史』(同胞援護会､1960年)100ページ｡
(9)『同胞援護会会史』100ページ､『戦争犠牲者』第2号｡[p]
(10)『同胞援護会会史』101ページ｡
(ll)島根県遺族連合会 『遺族の道ひとすじに』(1995年)によると､｢なにぶん､敗戦直後
のことであり､両陛下が皇居内を散策しておられる時､たまたま宮中の各所を参観し
ていたところ､図らずもお会い出来たという形式がとられた｣という｡
(12)兵庫県遺族会 『兵庫県遺族会二十年の歩み』(1966年)｡
(13)民生問題研究会編 『群馬県社会事業沿革史』(愛全社､1951年)206ページ｡
(14)『日本遺族会十五年史』26-29ページ｡
(15)『日本婦人問題資料集成』第6巻､596ページ以下｡
(16)『戦争犠牲者』第2号｡[P]
(17)『日本遺族会十五年史』238ページ､『新宿区遺族会二十年史』(1972年)35ページ｡
(18)『同胞援護会会史』(105ページ)では､東京都支部となっている｡なお､牧野修二は
東京都遺族厚生会の副理事長に就任している｡
(19)『同胞援護会会史』105ページ｡
(20)東京都遺族厚生会 『遺族タイムス』第1号､1949年9月｡[P]
(21)牧野 ｢浮き出した未亡人問題｣(『厚生情報』1949年10月)｡なお､1951年に書かれた
前記 ｢戦争犠牲者運動の苓明期｣のなかで､牧野は次のように述べている｡｢戦争犠●●●●
牲者遺族同盟も､先駆者としての輝かしい歴史にれんれんとすることすることなく､
日遺連(日本遺族厚生連盟)の中に発展的解消を自ら決行したのである｡日遺連の必死
の活動は､遺族年金制の実現をま近にすることに成功した｡/然し､ジッと周囲を凝
視するとき､再軍備機運が戦争犠牲者対策促進の裏付けとなっていないだろうか｡新
しい遺族､傷療軍人がいつかはできるだろうとの予想の下に､再軍備と戦争を順調な
らしめるため､今日の犠牲者対策を確立するということかも知れぬ｡それでもい かゝ
ら遺族年金さえ出たら--との気持ちが､万が一にも戦争犠牲者の胸中に潜んでいる
としたら､おそろしい｡(中略)戦争はこりごりだと言い､遺族こそ骨身に徹した平和
主義者だと絶叫したのはツイ先頃のことである｡戦死者の霊を平和の守護神としてこ
そ､犬死にならない､と言ったのは誰だろうか｣｡
(22)『山形県遺族会三十年史』(同会､1978年)9ページ｡
(23)『飯山市遺族会史』(同会､1982年)254ページ｡
(24)福井県遺族連合会 『四十年のあゆみ』(1988年)63ページ以下｡
(25)富山県遺族会 『念力徹岩 富山県遺族会四十周年記念誌』1986年｡以下､注記のない
かぎり､同書による｡
(26)戦争未亡人グループは発起人会に合流したのであるが､北日本新聞の記事では二つの
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遺族団体の対立と観測されている｡記事によると､発起人である復員将校グループの
1人が､｢英霊奉賛｣ための事業を第一義とする遺族会の趣旨説明をおこなったのに
対し､未亡人側の村上ヌイは､｢生活苦を一番身近に感じてゐる｣未亡人の ｢生活権
の確立｣の必要を訴え､｢全国単一化をめざす戦争犠牲者遺族同盟本部の趣旨にそひ
大雅量をもって合流されたいと提議したが､2つのイデオロギーは相容れず､つひに
対立したまま物別れとなった｣と報道されている｡
(27)舟橋村遺族会 『昭和二十二一二十六年度 遺族会二関スル綴』(富山県舟橋村役場所
蔵)0
(28)1947年2月21日～27日の1週間､富山東別院で開かれた内職の ｢フランス刺繍講習会｣
は､寒い時期であったが､｢少しでも生活を助けようとする未亡人たちが御堂にあふ
れる程参加したのにまず驚いた｡挨拶や講師の紹介をしようにも立つ所がない位だっ
た｡いかに仕事を求めているかを物語ることを痛感した｣と浜岡は記している(『念
力徹岩』54ページ)｡
(29)前出､『遺族会二関スル綴』｡
(30)前出､『兵庫県遺族会二十年の歩み』｡
(31)『神奈川県遺族会二十五年史』(同会､1978年)0
(32)山口県遺族連盟 『五十年誌』(1997年)57-68ページ｡
(33)福岡県遺族連合会 『三十五年のあゆみ』1983年｡
(34)『埼玉県遺族連合会史』(同会､1986年)268ページ｡
(35)入間市遺族会 『記念誌 遺族と戦争回顧』(1988年)18-19ページ｡
(36)『埼玉県遺族連合会史』24-ページ｡
(37)前出､『山形県遺族会三十年史』8-9ページ｡
(38)福岡県遺族連合会 『三十五年のあゆみ』12ページ｡埼玉県では､通達以前から軍政部
は県市町村でおこなう戦没者慰霊祭に神経を尖らせており､違反者が呼び出されたと
いわれる(『埼玉県遺族連合会史』27ページ)｡
(39)『埼玉県遺族連合会史』334ページ｡同じころ山口では ｢戦没者の慰霊祭を公的に営
むことが出来ないことになったので､遺族が集まって小地区の慰霊祭を仏式で執行す
ことが流行した｣という(山口県遺族連盟 『五十年誌』1997年､66ページ)0
(40)(41)前出､福井県遺族連合会 『四十年のあゆみ』72-73ページ｡
(42)ただし､次のような事例もある｡諏訪市遺族会は戦争末期に組織されているが､結成
に際して官憲側が難色を示し､時局に好ましからずとして､突然 ｢待った｣をかけて
きた｡その理由は遺族代表者が官憲から聞いた範囲では､遺族が ｢会｣を結成し集団
組織で慰霊祭等をすることは､戦意高揚の国策に触れるということであったという
(『長野県遺族会誌』同会､1981年､736-737ページ)0
(43)植山つる 『大いなる随縁-植山つるの社会福祉』(全国社会福祉協議会､1986年)282
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ページ｡
(44)『長野県民生行政要覧』(1950年)｡
(45)大阪社会事業学校 『未亡人世帯実態調査』(序文は1949年4月)｡
(46)『富山県史 資料編Ⅷ現代』(1980年)72ページ｡
(47)『日本婦人問題資料集成』第6巻､608ページ｡
(48)｢座談会 未亡人に愛情を｣『婦人公論』1949年5月｡
(49)埼玉県民生部児童課 『児童福祉事業の概要』(発行年不明)｡
(50)厚生省児童局 『全国母子世帯調査報告書』(1953年)｡
(51)たとえば､戦後の住居難のもたらす不安定と人間関係の乳蝶は､未亡人の手記 ･回想
類のなかでしばしば指摘されているが､1947年の全国の母子寮は200程度で､要保護
世帯未亡人中の母子寮入寮者は2%に過ぎず(林千代 『母子寮の戦後史』 ドメス出版､
1992年)､いわゆる ｢浮浪母子｣さえ少なくなかった｡47年の東京都内24母子寮の入
寮前の住居調べによると､親戚間借217世帯(34%)､地下道177世帯(28%)､他人間借
164(25%)などとなっている(福永アキ ｢終戦後に於ける未亡人問題｣『社会事業』19
49年1･2月合併号)｡
(52)『日本婦人問題資料集成』第6巻､539､581ページ｡
(53)大阪市民援護事業団 『未亡人の生活実態調査報告』(1950年)0
(54)桂井和雄 『青蘭会(未亡人の会)運営のために』(高知県同胞援護会､1949年)､中央社
会福祉協議会 『未亡人に関する調査報告書』(1952年)､田島一郎 ｢農村未亡人の実
態｣(『社会事業』1951年9月)｡高知県吉良川町の敗戦直後から1948年8月までの再婚
調査によると､20-45歳までの戦争未亡人69人 ･一般未亡人22人､計91人oそのうち
再婚数は17､その内訳は亡夫の弟10､婚家先以外4､養子縁組3となっている(桂井
著)0『未亡人に関する調査報告書』(茨城 ･群馬 ･栃木 ･青森の調査)では､｢逆縁｣
は6件と少ないが､そのうち5件は ｢親の命令｣となっている｡
(55)『厚生信州』15号(長野県厚生課､1949年4月)0 [P]
(56)『南信時事』1947年10月3日｡
(57)小原徳志編 『石ころに語る母たち』(未来社､1964年)94ページ｡
(58)前出､『青蘭会(未亡人の会)運営のために』｡
(59)前出､『長野県遺族会誌』48ページ｡
(60)『からたちの花一 婦人の戦争体験記- 』(臼田町公民館､1978年)37ページ｡
(61)『長野県遺族会誌』52-54ページ｡
(62)前出､『石ころに語る母たち』99ページ｡
(63)『長野県遺族会誌』59-60ページ｡
(64)『長野県母子寡婦福祉連合会史』(同会､1988年)59-60ページ｡
(65)『家庭朝 日』1951年7月29日｡『長野県母子寡婦福祉連合会史』111ページより再引｡
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(66)『日本婦人問題資料集成』第6巻､534-537ページ｡
(67)『母子福祉対策国会議員連盟第-回総会資料』(1949年12月)0
(68)青地鳥｢戦争未亡人- 戦争犠牲者の実態- ｣(『婦人公論』1951年11月)｡
(69)前出､牧野 ｢浮き出した未亡人問題｣｡
(70)鹿児島県では､戦後鹿児島県女性連盟が発足したが､女性解放運動を推進するなかで
｢未亡人には永い因襲を持つ内外からの束縛｣があることに気づき､1946年5月未亡
人生活相談大会を開催､連盟内に未亡人部を設置している｡また47年5月には県厚生
課が民生委員の協力で未亡人の実態調査を実施し､厚生課､社会教育課､職業安定課
が連絡をとって､未亡人会の設立を促し授産所を設置しており､これを機に各地に未
亡人会が結成されていった(鹿児島県母子寡婦福祉連合会 『30周年記念誌 ｢風雪｣』1
985年)｡また､福島県では県婦人児童課のメンバーが中心になって未亡人団体育成に
つとめており､｢未亡人会の組織をつくれ｣という軍政部の示唆もあって1948年11月
に福島県未亡人連盟が組織され､未亡人連盟会長には婦人少年室長の丹治千恵が就任
している(福島県未亡人連絡協議会 『二十ねんのあゆみ 苦難を越えて』1971年)｡な
お､1950年3月9･10日の全国未亡人代表者会議の出席者名簿の ｢職業｣欄には､民生
委員､教員､官吏､市会議員､授産所長､母子寮長 ･寮母などが目立ち､｢同道者｣
には､各県の児童課､厚生課､社会課など関係部署の職員が多い(『日本婦人問題資
料集成』第6巻､618-624ページ)0
(71)『長野県遺族会誌』｡
(72)『婦人タイムズ』(婦人タイムズ社 〔長崎市〕)第15号､1949年6月25日｡ [P]
(73)(74)佐賀県遺族厚生連盟 『遺族会報』第4号､1949年8月｡ [P]佐賀県遺族厚生連盟
の対応は､戦前以来の戦争未亡人観が持続していることを示しているが､そうした未
亡人観は未亡人問題が浮上してくるなかで徐々に変化していったようである｡たとえ
ば､兵庫県遺族厚生会は比較的早くから戦争未亡人問題に取り組んでおり､県民生部
は1948年度に県下10数カ所に母子相談所を設置しているが､その頃の状況が次のよう
に指摘されている｡｢戦後間もないそのころの風潮は､やはり未亡人は亡夫に貞節を
守り､清らかに生きて行かねばならぬという考え方が強く､また周囲からは封建的思
想の圧迫が加えられて､未亡人が再婚に活路を見出すことはまことに困難であった｡
そこで遺族会は､これらの未亡人に対しては､従来のいわゆる靖国の妻といった固苦
しい生活態度を強調することから転回して､やはり個人としての真の幸福を重視して､
再婚もまた望ましいことである-という考え方に立ち､未亡人の相談指導を推進し
た｣(『兵庫県遺族会二十年の歩み』)0
(75)前出､『母子福祉四十年』205-206ページ｡
(76)三重県母子寡婦福祉連合会 『創立四十周年記念 歩み』(1990年)42ページ｡
(77)福岡県遺族連合会 『福岡県遺族会だより』第1､2号､1948年8､9月｡[P]
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(78)前出､福岡県遺族連合会 『三十五年のあゆみ』｡
(79)『福岡県遺族会だより』第4号､1948年11月｡[p]
(80)福岡県遺族連合会 『福岡県遺族の五十年』(1995年)228ページ｡
(81)前出､守田厚子 『生きてきた道』｡
(82)山口県遺族連盟 『遺族新聞』第12号､1949年3月｡ [p]
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